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開催趣旨 

私ども３Ｒ推進団体連絡会は、事業者としての自

主行動計画推進と並行して消費者や自治体との「主

体間の連携」に資する取り組みを推進いたしており

ます。その一環として平成 18年度より「容器包装３

Ｒ推進フォーラム」を開催し、容器包装の３Ｒにか

かわる自治体、事業者、消費者等の様々な関係者が、

密度の濃い意見交換ができるよう、プログラムを組

みました。これまで横浜市、神戸市、東京都、京都

市においてフォーラムを開催し、今年度は 5 回目と

なるフォーラムをさいたま市にて開催することとな

りました。 

３Ｒ推進団体連絡会では、このフォーラムを通し、具体的な取り組みや方策について、

いっそう議論を深めたいと考えております。このフォーラムが、参加者各位の闊達な意見

交換の場となることを期待しております。 
平成２２年１０月２５日 

３Ｒ推進団体連絡会 

幹事長 酒巻 弘三 

開催概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催期日：平成２２年１０月２５日（月）・２６日（火） 

開催場所：埼玉会館（２５日）、東部リサイクルセンター 他（２６日） 

主    催：３Ｒ推進団体連絡会 

後    援：さいたま市、埼玉県、環境省、経済産業省、農林水産省 

(社)日本経済団体連合会、(財)クリーン・ジャパン・センター 

リデュース・リユース・リサイクル推進協議会、主婦連合会 

(社)廃棄物資源循環学会、３Ｒ活動推進フォーラム 

(財)あしたの日本を創る協会、全国生活学校連絡協議会 

日本チェーンストア協会、(社)日本フランチャイズチェーン協会 

日本百貨店協会、日本商工会議所、日本容器包装リサイクル協会 

日本再生資源事業協同組合連合会、さいたま市環境会議 

NPO 法人持続可能な社会をつくる元気ネット、さいたま商工会議所 

NPO 法人埼玉エコ・リサイクル連絡会、埼玉県消費者団体連絡会 

埼玉グリーン購入ネットワーク、NPO 法人川口市民環境会議 

NPO 法人環境ネットワーク埼玉、NPO 法人埼玉環境カウンセラー協会 

事務局 ：  
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１０月２５日（月）：第１日目 

１０月２６日（火）：第２日目 ※事前にお申込みの方のみ

 
 

１０：００ 

  
 

 
 

  

 

１０：２５ 

 

 

 

 

 

 

   

１１：２５ 

 

 

 

主催者挨拶、フォーラム趣旨の説明 

 酒巻 弘三（３Ｒ推進団体連絡会幹事長、スチール缶リサイクル協会） 

 

後援団体からのご挨拶 

 代田 龍乗 氏（さいたま市環境局長） 

 

３Ｒ推進団体連絡会の活動報告 

 石坂 隆（３Ｒ推進団体連絡会フォーラム幹事、紙製容器包装リサイクル推進協議会） 

 

基調講演 『これからの容器包装の３Ｒ』 

田中 勝 氏（鳥取環境大学サステイナビリティ研究所長/環境マネジメント学科教授） 

 

 

 

 

 

 

報告：国の政策について（各省庁より） 

岡田 俊郎 氏（経済産業省リサイクル推進課長） 

森下 哲 氏（環境省廃棄物･リサイクル対策部企画課リサイクル推進室長） 

矢花 渉史 氏（農林水産省総合食料局食品産業企画課食品環境対策室長 

１２：００ 昼食・休憩     

１３：００ 

 

１６：００ 

 

１７：００ 

分科会    

 

全体会（各分科会からの報告と討議）   

 

閉会 

 

 

 

８：１５ 

 

９：１０ 

 

１１：００ 

 

１３：００ 

集合 ソニックシティビル裏（ＪＲ大宮駅） 

 

東部リサイクルセンター見学 

 

利彩館（志木地区衛生組合）見学 

 

解散（JR 川越駅） 
 

プログラム 

プロフィール：京都大学工学部衛生工学科卒業、ノースウェスタン大学大学院博士課程環
境衛生工学専攻修了。国立公衆衛生院廃棄物工学部長、岡山大学大学院環境学研究
科教授を経て平成19年岡山大学名誉教授、第６代廃棄物学会長、平成２０年から現職。
現在、国連環境計画（UNEP）水銀パートナーシップ廃棄物管理パートナーシップアリア代
表、環境省中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会長を詰める。 
著書は、「ごみハンドブック」（丸善）、「ごみ収集―理論と実践」（丸善）、「新・廃棄物学
入門」（中央法規出版）、「循環型社会への挑戦―戦略的廃棄物マネジメント」（岡山大学
出版）など多数。 
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分科会のテーマと話題提供者 
 

 

 

第１分科会  容リ法をよりよい制度にするためには？ 

容リ法改正を前に、現状で話題となっているテーマについて意見交換する場を提供する。これまで自治体、事業者、市民

は様々な取組みを実施してきたが、これらの取組みの成果はどうか、どこまで進んだか、今後どう進めていくか、なども

含めグループワーク形式を取り入れ、各テーブルにおいて意見交換を行う。 

 

ファシリテーター 山本 耕平 （㈱ダイナックス都市環境研究所所長） 

コメンテーター  岩本 一星 氏 （埼玉大学名誉教授） 

           石井 節 氏 （公益財団法人日本容器包装リサイクル協会代表理事専務） 

 

第２分科会  容器包装のリデュースとごみ有料化 

ごみ減量や資源化の促進、ごみ問題への意識向上などを目的として実践される家庭ごみ有料化は、導入自治体が除々に増

えつつある。その中で、容器包装材に対して有料制度を導入している自治体はまだ少ない。容リプラを始めとした資源物

を有料化することでどのような効果があるか、またその意義についての意見交換を狙いとする。 

 

ファシリテーター 山谷 修作 氏 （東洋大学経済学部教授） 

話題提供者  仙台市／遠藤守也氏（家庭ごみ、容リプラの有料制導入） 

府中市／柴澤弘一氏（可燃、不燃、容リプラの有料制導入） 

西東京市／三村元彦氏（可燃、不燃、容リプラの有料制導入） 

 

第３分科会  「プラスチック」のリサイクル 

プラスチックとは何か、なぜプラマークが付いているかが問題になるのか。ケミカルリサイクルとマテリアルリサイクル

とは何が違うのか等、基本的な情報を交えながら、リサイクルの現状における課題や、まだまだ理解されていない分別方

法などをどう市民に伝えるか。また国の審議会ではプラスチック製容器包装以外のリサイクルについても検討を始めてお

り、これらの事項について意見交換する。 

 

ファシリテーター 佐久間 信一 （㈱ダイナックス都市環境研究所副所長） 

コメンテーター  園田 真見子 氏 （循環型社会創り研究家） 

話題提供者  東北大学大学院／吉岡敏明氏（プラスチックの成分の違い、リサイクル手法他） 

公益財団日本容器包装リサイクル協会／平石惠一氏（プラスチック処理の現状） 

国立市／山田英夫氏（容リプラ、製品プラを別々に分別収集） 

志木地区衛生組合／山崎仁氏（容リプラとプラスチック類を一括回収後、選別） 

 

第４分科会  アイディアいただき＜３R推進連携手法＞ 

近年リサイクルから一歩進み、リデュースに力を入れる自治体も増えてきた。しかしどんな手法があるか分からず苦心し

ている自治体も多いと考えられる。３Ｒ推進のため、市民、事業者、行政が連携し何ができるか、どう変えていけばいい

か。また、自治体は市民に、企業は自治体や市民に対しどのような情報を提供すれば効果的か。それぞれ3者がどう連携

していくべきか。もうすでに取り組まれている面白い事例を紹介し、「手法」としての３Ｒをどう連携しながら進めてい

くかのヒントについて話し合う。 

 

ファシリテーター 鬼沢 良子 氏（NPO 法人持続可能な社会をつくる元気ネット事務局長） 

話題提供者  西濃環境 NPO ネットワーク／岩間誠氏（ポイント制を利用した地域ネットワーク） 

板橋区／小宮山洋平氏、宮本聡氏、伊藤一郎氏、宮澤和司氏 

（市民啓発手法としてエコレンジャーに変身） 

３Ｒリーダー交流会／庄司佳子氏（冊子「リサイクルの基本」を通した啓発、情報提供） 
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後援のごあいさつ 

 

さいたま市環境局長 

代 田 龍 乗 氏 

 

 

本フォーラムのテーマである容器包装３Ｒにつ

きましては、平成 7 年に施行されました容器包

装リサイクル法により具体的な法整備が実現い

たしました。これは拡大生産者責任の趣旨にの

っとり容器包装廃棄物のリサイクルシステムを

構築するというものです。その後循環型社会形

成推進基本法、また家電リサイクル法などの制

定により、リサイクルに関連する一連の法整備

が整いました。 

本市でも３Ｒ推進には積極的に取り組んでおり、

「さいちゃんの環境通信」－さいちゃんとはさ

いたま市の環境キャラクターです－を発行した

り、家庭ごみの出し方マニュアルを全戸配布し

ております。また、さいちゃんの「３Ｒパート

ナーシップ宣言」団体の募集も進めており、お

かげさまでさいたま市は環境省が実施する一般 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物処理事業実態調査において、３Ｒ取組上

位市町村の中の人口 50 万人以上の部門でリデ

ュース・リサイクルともに毎年上位 10市に選ば

れています。 

容器包装リサイクル法につきましては平成 18

年に法改正がなされましたが、課題もあること

から本市としても国等に対し法の改正などを要

望しています。今後はこのようなフォーラムを

通し事業者、行政、消費者の様々な立場から横

断的な意見交換を行うことにより、更に効果的

な容器包装３Ｒの推進体制を打ち出していくこ

とが大変重要と認識を新たにしたところです。 

本日は容器包装に関する活発な意見交換を通じ、

本フォーラムが実りあるものになりますことを

ご祈念申し上げまして簡単ではございますがご

挨拶とさせていただきます。 
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主催者の活動報告 

３Ｒ推進団体連絡会フォーラム幹事 

石 坂 隆 

 

本日は自主行動計画の中でも、特に自治体に関連

する取組を報告させていただきます。自主行動計

画には 2つの柱があり、1つは事業者の役割の徹

底と進化、もう 1つが主体関連携強化です。リデ

ュースとリサイクルは、数値目標を達成するため

環境を整備するといった取組をしています。各団

体、３Ｒ推進団体連絡会のホームページでも紹介

していますが、概ね、着実に進展しています。 

次に、主体間連携に資する取組として、8 団体共

同の取組と、各団体が共通のテーマで進める取組

があります。まず、8 団体共同の取組は、本日主

催しております第 5回フォーラムです。毎年様々

な都市で開催しており、今年度はさいたま市さん

にご協力いただいて開催することができました。

そして、市民セミナーも各都市で開催しており、

事例紹介や討論を通して情報の共有と意見交換

し、３Ｒの推進・普及・啓発を目的としています。 

次に、３Ｒリーダー交流会と冊子『リサイクルの

基本』を、3 年かけ話合いながら作成する中で、

意思が伝わっているようで伝わっていないとい

うことがよく分かりました。最後に、エコプロダ

クツの出展を共同で実施しています。また ACジ

ャパン支援によって、広告を通した３Ｒ啓発に取

組んでいます。 

続いて具体的な活動内容を紹介します。昨年度開

催した京都での第 4回フォーラムでは、午前中に

基調講演、午後は 4分科会を、リデュース、リユ

ース、行政回収、集団回収といったテーマで開催

しました。今年度は、従来とは少し異なる視点で

活発な意見を交わしていただきたいと思います

ので皆様のご協力をよろしくお願いします。 

今年 2月に開催した市民セミナー仙台で基調講演

いただいた吉岡先生には、本日も分科会で討論に

参加していただく予定です。また、３Ｒリーダー

交流会は、消費者と事業者の連携の基礎づくり・

相互理解促進・情報発信という目的で開催してい

ます。2007年、2008年と意見交換し、何が必要

な情報なのか、その中で事業者の情報をどう伝え

ていく事が有効なのか討論した結果を『リサイク

ルの基本』という形でまとめました。今後は、皆

さまにご覧いただき、色々なご意見を頂戴しなが

ら、地域の中で活用していただければと思ってい

ます。冊子の中では、なぜ分別が必要なのかとい

う事業者からの情報をできるだけ分かりやすく

伝えたいという趣旨でまとめています。 

また、ACジャパンでは 2008年度「なくなるとい

いな、ごみという言葉」、2009年度「リサイクル

の夢」として展開しています。今年度は、もうす

でに皆さま、テレビやラジオ、電車の中吊り等で

ご覧いただいているかもしれませんが、分別収集

にテーマを絞り、正しく分ければまた身近に戻っ

てくるといったところを想起していただく内容

です。 

一方、各団体の取組では、啓発書類、印刷物の作

成、自治体調査実施、マテリアルフローをまとめ、

どういった形でリサイクルされているのかを紹

介しています。今後の取組としては、各団体によ

る３Ｒの推進ということで、本年度が目標年度で

すので例年通りしっかり報告できるよう、更に取

組を進めます。主体間連携の取組に関しては、更

に進化するため、冊子のような道具を使い継続し

ていきたいと思います。本日フォーラムという形

で連携ができましたので、これをさらに具体的な

連携に繋げていけたら幸いです。 
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これからの容器包装の３R －低炭素社会に向けて 

 
鳥取環境大学サステイナビリティ研究所長／環境マネジメント学科教授 

                       田 中 勝 氏 
 
１．はじめに 

 今朝のデイリー読売新聞に、イタリアでごみ戦争という

記事がありました。2,400tが道路に積み上がり、EUは処

理施設を整備しないと罰則を科すという警告を出してい

ます。これがごみ戦争であり、日本でも 1980年代後半か

ら 1990年代前半にごみ戦争に直面しました。埋立処分場

はない、焼却施設も大気汚染・ダイオキシンの問題で整備

できない、一方ではごみがどんどん増える。ごみはボリュ

ームで見ると、大半は容器包装である。このような状況か

ら容器包装リサイクル法（以下、容リ法）が成立したわけ

です。本日はそういった観点からお話させていただきます。 

 

２．容リ法の成果 

●ごみを出す人・企業の責任 

 ごみ問題は OECDが採択した「PPP（Polluter Pays Principle）」、ごみを出した人＝汚染者で

あり、汚染者が廃棄物の処理に責任を持つことが世界共通の原則となっています。そうはいって

もごみを出すのは消費者だけではなく生産者も考えて、という意味で EPR（拡大生産者責任）が

あり、作った人も何らかの責任を取ることになっています。責任は大きく分けて 3 つあり、生産

者にとって最も厳しい責任は回収してリサイクル・処分することですが、それ以外は、放置自動

車を自治体が回収した費用を、自動車工業連盟会に負担してほしいと交渉によって協力すること、

または、乾電池は小売店に回収ボックスを置くこと等、生産者が出来ることを自主的にというの

が拡大生産者責任の取り方です。この PPPから EPRへの突破口を切り開いたのが容リ法です。 

ただし本当の狙いは、環境に配慮した製品づくり（Design for Environment、以下 DfE）にあ

ります。設計や素材の選定あるいは容器の薄肉・軽量化、よりリサイクルしやすい、ごみが出な

いような商品を作るには、リデュースあるいはリユース・リサイクルの観点からどうすればいい

か、設計において一番のカギを握っているのが生産者であり、生産者に廃棄物のことも考えてと

いうメッセージを送っています。そして、消費者が分別排出、自治体が回収、その後は分ければ

資源、混ぜればごみと言って分けたものの、高い値段で売れる資源にならないため、引き取って

リサイクルする部分を生産者が行う、という役割分担になっています。この役割分担は、大きく

３Ｒの推進に貢献しました。 

 

●中間処理の推進 

 ごみ戦争は、日本ではなくなりましたが、どの自治体も次の処分場がまずできないだろうこと

基調講演 
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を前提として、中間処理施設が整備されました。中間処理とは、日本ではボリュームを減らすた

めであり、最も衛生的で安心できる処理として焼却処理を進めてきました。一時は大気汚染、ダ

イオキシン問題から反対にあって施設を設置できず、回収しても持っていくところがない、とい

うことでごみ戦争が勃発しました。その時は埋立や焼却以外の、実行可能な案が見出せなかった

のですが、容リ法が解決策を提示したと言えます。容器包装を製造、あるいは利用した事業者が

お金を払い、仕組みを作りました。そして、日本容器包装リサイクル協会や本日の主催者である

３Ｒ推進団体連絡会などの努力でここまできたことに対し、本当に厚くお礼申し上げます。 

 

●容リ法の課題 その１ 

 日本では大半の自治体で缶・びんを回収しています。金属とガラスは焼却しても燃えず、埋立

てても分解しないので処分場がなくなる、一方回収すれば売れる可能性が非常に高いため価値が

あります。リターナブル容器はメーカーが全部費用負担しているのに対し、ワンウェイ容器は自

治体が税金で処理をする＝自治体が経済的に支援しているという意味で、不公平という意見があ

ります。そこで、ワンウェイ容器は回収費用を自治体が払い、その後は生産者が払うことにより、

外部費用の一部が内部化されてきました。しかし、金属類、ガラスびんは分別収集し量がまとま

れば価値が上がるはずです。最近では金属類はトン当り 2万円、アルミなら 10万円以上の値段が

ついており、生産者負担は必要ないのでは、またびんも生産者に負担がかからないリサイクルシ

ステムを作れるのではないかというのが、今後の課題と考えています。 

 

●容リ法の課題 その２ 

 もう一つ議論があるのがプラスチックです。プラスチックは社会コストが高くても今は物質回

収が優先的に選択されるきらいがあります。市町村は責任を持って、何を回収するかしないかを

決められますが、循環型社会形成推進基本法ではリデュース、リユース、リサイクル、熱回収、

どうしようもなければ埋立という優先順位が書かれています。経済的、技術的に可能であれば、

社会にとってどちらがいいのかを考えて市町村が決めて欲しいと思います。同時に、生産者は焼

却を支援したくても実質上は物質回収を支援する構図になっているため、生産者の費用負担も今

では 400億円と増加傾向にあります。そもそも、ごみ戦争回避が大きな目標であり、自治体がで

きるだけリサイクルで解決しようとした時に、分ければ資源になるため住民に分別してもらい回

収したものの売れない、という状況の解決を後押しすることが発端で議論が始まりました。それ

以外でも、EPRに依存するような傾向にありますが、実際は、商品の価格、税金、ごみ有料化で

料金を払う形や、自身の労力で分別したりなど、様々な形態や時間で全て住民がコストを払って

いるため、トータルで考える必要があります。 

 

３．リサイクルにおける主体間連携 

 一般に自治体は埋立や焼却施設の整備状況に応じて一番いい方法だと思う理想像に合う形で、

何を容リ法に乗せ、分別回収・リサイクルするかを決めます。その後、消費者が協力要請に応じ

て分別排出し、生産者が回収・リサイクルするという連携をイメージします。そこで、生産者は

DfEの努力成果をもっと公表し、それを受けた自治体はもう少し評価して欲しいと考えています。

例えば乾電池は、全国都市清掃会議が 1980年代初め、水銀を入れない乾電池をと要望した 5、6
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年後、工業会は水銀フリー乾電池、マンガン電池、アルカリ電池を作りました。それ以前は水銀

が入っていたため分別収集していましたが、解決した今、生産者側はもう少し PR し、自治体側

も評価し対応を変えた方がいいか検討するなど、生産者の努力が報いられるような仕組みを作る

必要があるのではないでしょうか。市町村は生産者が負担しているコストをゼロと考える傾向に

ありますが、それらも含め社会にとって一番望ましい方法を考え、分別品目を選択することが望

まれます。消費者も、生産者に面倒をかけた分価格に上乗せされる、また税金でごみ処理費用が

賄われること等を考え、ライフサイクル全体の負担を考えた方法を自治体に情報提供することで、

皆で社会にとって望ましい方向に近付けたらと思います。 

 

４．低炭素社会に向けて 

●プラスチックへの対応の移り変わり 

 1995年に容リ法が制定され、ちょうど 15年経ちました。その間にまず、ごみ質が変わりまし

た。全体的には塩ビが日常生活の中に入ってくる割合が減り、カロリーの高いプラスチックが増

えました。焼却技術が高度化し、ダイオキシン問題もほぼ無くなっています。1970年代から東京

都はプラスチックを「焼却不適物」と考え、不燃ごみとして埋立処分していましたが、埋立処分

場不足のため、2004 年に東京都廃棄物審議会で「埋立不適物」としました。その後、23 区のう

ち 12区は物質回収、11区はエネルギー回収しており、割合は半々になっています。 

 

●「３つの危機」を「持続可能な社会」に 

 一番の争点はプラスチックの中でも、その他プラスチックです。自治体が処理対象とするか検

討する時に、一番大事なポイントとして世界の動向や、日本の対応を説明します。いま世界中で

「地球温暖化の危機」「資源枯渇の危機」「生態系の危機」、この 3つの危機に我々は直面しており、

これらを解決して持続可能な社会に持っていく必要があります。廃棄物サイドでは、資源循環で

物を大切に、環境負荷も削減するという循環型社会を定義しています。その中で CO2 に特化し、

1990年に比べて何％減らすという数値目標を設定し、今や低炭素社会に向けた廃棄物処理が求め

られています。同じように物を大切にするのでも、化石資源をあまり使わないようにという点に

特徴があり、化石資源の保存という意味で炭酸ガスの排出量が定義されています。温暖化に対し

ては炭酸ガスの大気中への排出削減という意味で低炭素社会を、そして資源を大切にし、燃やし

て環境汚染しないようにという意味で循環型社会を、更に、生態系については自然共生社会を、

統合的に進め持続可能な地球を 1 年でも長く大切に使うため「持続可能な社会」がいまや世界の

共通目標になっています。 

 

●再生可能エネルギーとしての「ごみ」 

 昨年 9月に当時の鳩山総理が、1990年に比べ 2020年には CO2を 25％削減と発表しました。

1990年に比べ既に相当増えているのに、後 10年で元の 25％を削減し、更に 2050年には 80％ま

で減らすという目標があります。達成するには、原子力と思うでしょうが、その前に再生可能な

エネルギーを最大限に増やすことが重要です。再生可能なエネルギーとは自然界に存在し繰り返

し使えるエネルギーです。今日太陽光を使っても、明日も同じように太陽は出る、今日の風を最

大限使っても、明日も風は吹く。それでは、ごみはどうですか。今日出たごみを使っても、明日
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もごみが出る。繰り返し使っても心配いらないため、ごみ全体を再生可能エネルギーと見ていい

と私は思っていますし、そういった位置づけにして欲しいと思います。アメリカのいくつかの州

では廃棄物のエネルギー回収を再生可能エネルギーとして認定しカウントしています。そうしな

いと、アメリカの削減目標である 2025年までに 25％を達成できないためです。もし炭酸ガスが

出るから焼却しないとすると、プラスチックは埋立てざるを得なくなり、資源保全にはなりませ

ん。埋立して全然使わないよりは、エネルギーとして使った方が良いということで、リニューア

ブルエネルギーと位置付けている州もあります。ヨーロッパの目標では 2020 年には総エネルギ

ーに占める再生可能エネルギーを 20％にということで、スウェーデンは 40～50％、フィンラン

ドは 30~40％近くまで、アメリカも 2025年には 25％と高い目標を掲げています。現在は化石燃

料資源の争奪戦です。資源枯渇を招かないよう、環境省も 2005年には 150万 kw、2012年には

250 万 kw とするため高効率発電を支援、あるいは熱回収施設として産廃施設を認定といった新

しい制度でエネルギー活用を重要視してきました。これが世界の低炭素社会に向けた動向です。 

 

●焼却埋立から埋立回避 

 日本のごみ処理はどちらかというと、ダイオキシンあるいは Nox、硫化水素、埋立処分場の BOD、

浸出液対策として安全な処理を目指してきました。廃棄物の量は年間 5000万 t、産廃はその 8倍

の 4 億 t です。自治体は、燃えるごみ、燃えないごみ、粗大ごみ、そして資源ごみの中では容リ

法にのせて分別収集することでリサイクルを増やしています。一方では焼却で安全に処理するた

め、サーマルリサイクルが重要になってきました。焼却後の残渣は埋立処分しますが、残渣処分

がままならない所では溶融処理し、スラグになったものを土木資材としてリサイクルします。あ

るいは多摩地域のように焼却灰をセメントの原料にして埋立回避します。この様に埋立場がどの

程度残っているかによって、埋立回避技術を選ぶなど、対応は自治体の事情によりまちまちです。 

 

５．廃棄物マネジメント 

 私たちが経済活

動するということ

＝資源やエネルギ

ーを廃棄物にする

ということです。循

環型社会では環境

負荷を低減させる

ために水処理、排ガ

ス処理をします。そ

の結果、汚泥やダス

トといった産廃が

出てきます。それら

を含め適正に処理

することが、環境を



 10

安全にするということです。ごみ処理の目的とは公衆衛生の向上です。ごみが散乱し、昆虫が繁

殖して伝染病が蔓延しないよう衛生的な環境を維持すること、ごみが散らかっていないような生

活環境を保全することが 2 つの大きな目標です。そのために３Ｒを推進しますが、この３Ｒ推進

と廃棄物の適正処理の推進を両方合わせて廃棄物マネジメントといいます。 

 

●コストという視点 

 ただし、リサイクルが資源保全に繋がるかというと、2050年には人口が 90億人になり、GDP

も開発途上国では段々と伸び、一人当たりのごみ発生量も資源消費量も増えるため、全体の資源

消費量も急増する状況下、本当の資源保全のためには世界中の国々が一緒に取り組まなければい

けません。廃棄物発生量だけを見積もると、2000年は 126億 tだったものが、人口が 5割増で廃

棄物は約 2倍の 270億 tに増えます。また経済的な面では、厳しい状況の中で施設を整備しない

といけないため、コストをもう少し見てみようという動きが出てきました。岡山県では、プラや

PETボトルを資源化する場合と、一緒に燃やした場合でどれくらい費用が違うか試算するように

なりました。プラスチック処理促進協会のデータでは、サーマルリサイクルを１とすれば、プラ

は 3.5倍、発泡トレイは 11倍のコストが必要という結果が出ています。また、世界的に見れば基

本的にプラスチックは埋立禁止の方向です。プラスチック工業連盟の試算例では、自治体が収集

や中間処理をした場合のコストは、杉並区ではトン当たり 22万 6000円、仙台市が 6万円、札幌

市が 5万円、そして再商品化コスト 6万 5000円です。もしこれが CO2削減に繋がるのであれば、

容リ法による CO2削減量は年間 83万 tになります。プラスチックの収集量が 64万 tですから、

1tのプラスチックを回収して 1.288tの CO2削減に繋がったことになります。では 1.288tの CO2

を削減するためにどれくらいお金をかけているかというと、収集・リサイクルのために使ってい

るとすれば、1t の CO2削減に杉並区では 22 万 6000 円使っていることになります。世界のマー

ケットでは 1t約 1500円で取引されていることから比べると高いコストでCO2削減に繋げている

ことが分かります。つまりコストがどれだけかかっているかも、非常に重要な情報です。 

 

６．ＬＣＡの重要性 

方法を事前解析し、データを共有した上で関係者が協議し、うちの自治体ではこの組合せが一

番というものを選ぶことが望ましいため、廃棄物の LCAでは、収集から輸送、中間処理、最終処

分をトータルで見ることが段々重要になってきました。分かりやすく説明するという意味で、環

境面、資源保全、私たちの費用負担も大事ですが、何がどれだけ違うのかという数字がないと分

からないため、定量的な数字を示しながら、自分の自治体にとってはこうするとどうなるだろう

という情報を共有するために利用します。分別方法、収集方法（ステーション収集か各戸収集か）、

収集頻度、処理技術等、組合せを選択するパラメーターがあります。そして処分場、焼却施設な

どの状況も説明し、実行可能な選択肢を選ぶために関係者が共通のモノサシを持つ必要がありま

す。LCAは往々に収集輸送を忘れがちですが、分別の数を増やせば増やすほど、収集が非常に複

雑になりコストが上がります。ガソリンを節約するためにやっていることが、ガソリンを更に使

うようなことになりかねないこともあるのです。 

LCA とは一般に、PLCA（プロダクト・ライフサイクル・アセスメント）であり、紙おむつと

布おむつとどちらがいいかといった場合に、素材生産、紙おむつ生産、販売、消費、そして廃棄、
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収集運搬、中間処理、最終処分までの一生涯で見れば、それぞれのステージごとにエネルギーや

物質資源、あるいはコストが出ます。一方では環境負荷も、焼却や、埋立によって発生する有害

物も積算します。廃棄物の分野は PLCAではなくWLCA（ウェイスト・ライフサイクル・アセス

メント）、ごみの一生涯を評価し、収集運搬、中間処理、残渣の輸送、最終処分も含め、それぞれ

にエネルギーの投入、環境負荷の排出量を見積もりどちらがいいのかを検討します。紙おむつは

毎日大量に出るので布おむつよりも悪いに決まっている、と思いがちですが、紙おむつメーカー

が出した LCAレポートでは、毎日汚れた布おむつを洗濯機で洗うために水を使い、電気を使い、

汚れた水は下水道でまた電気を使うわけですから、負荷とインプットを比較すると、むしろ紙お

むつの方が環境に優しい商品だと主張しています。 

 

７．エネルギーリカバリー 

 同様に容器でも、本当に社会にとって一番いいのは、資源保全には、あるいは私たちの負担は

というのを見て、皆で協議をして社会にとって望ましい方法を取る必要があります。そうはいっ

てもプラスチックは、燃やせば大気汚染、ダイオキシンと心配されます。廃棄物処理の基本は前

述のように公衆衛生の向上、生活環境の保全が目的ですので、伝染病が蔓延しやすい高温多湿の

日本では熱処理が公衆衛生の向上に最も貢献する技術である、と昔から評価されています。ヨー

ロッパでは焼却すれば安全と考え、埋立ではなく公園の下や、道路の資材として使っていますが、

日本ではより安全にということで埋立処分場に焼却残渣を持って行きます。徐々に CO2削減の観

点もあり、エネルギー回収

し、施設の中で使う。また

できるだけ売電して収入

を得る、というように変わ

ってきたため、ある程度規

模の大きい施設を作り、ご

みをできるだけ燃料とし

て使うため、欧米では

800t、1000t程度の焼却炉

で発電し、施設の運転費の

半分は売電収入で賄うと

いう形になってきました。 

 

●ダイオキシン問題からエネルギー効率へ 

 日本の一般廃棄物の発生量を見ると、焼却は 5000万 t。一人当たりにすると、最近は減量努

力で 1040g程度に安定しています。燃えるものは燃やし、資源になるものは資源として回収、ど

うしても燃やせないものは埋立ててきました。日本はダイオキシン対策ではなく、大気汚染対策

として煤塵、硫黄酸化物、窒素酸化物、塩化水素と一緒にダイオキシンを対象としてきました。

ダイオキシンが基準を満たせば、他の数字も大体問題ないと言うことで、大気汚染防止法では住

民との協議の中で厳しい基準を設定してきました。1997 年には新ガイドラインが、2000 年には

ダイオキシン類対策特別措置法というダイオキシンのための法律が議員立法としてできました。
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そこでは世界で最も厳しい 0.1ng（ナノグラム）という基準が設定され、一時 1000ng、数百 ng

というのが当前だったごみ焼却炉が、0.1や 0.01というピーク時に比べれば、一万分か十万分の

1 程度になりました。今や、ダイオキシンがごみ処理で問題になるようなところは無いと思いま

すが、市民には詳細が分かりませんから一度分かりやすく説明する必要があります。 

現在は、プラスチックを燃やすとダイオキシンが出るから駄目という議論から、どうすればエ

ネルギー効率を高めるかという議論になってきています。このような背景から、2004年東京都の

廃棄物審議会では、1970 年頃から焼却不適物と指導していたプラスチックを、「埋立不適物」と

しました。結果、焼却か物質回収かで費用は大きく違いますが、埋立不適物にすることによって

何十億円か利益が上がり経費の削減になったと東京都は公表しています。 

内閣府で循環型経済社会の形成について、前東大総長の小宮山先生と私も入り検討した時の結

論は、サーマルリサイクルをマテリアルリサイクルと同等に位置付け、LCAなどの客観的な評価

により、両者の合理的な選択を可能にすべきだ、と提案しています。循環型社会形成推進基本法

では、排出抑制、再使用、再生利用、熱回収、処分という順番に並んでいますが、排出抑制・再

使用は大いにやるべきです。再生利用も熱回収と同等にどちらが本当にいいのか評価し選ぶこと

が重要と考え、経済的あるいは技術的な理由で選択しなさいという趣旨が書かれていますが、そ

こがつい忘れられがちになっています。本来の目的、趣旨を活かすよう運用すべきと思います。 

 

●プラスチックは燃料？ 

 プラスチックは、日本で 2.3億 t、一人当たり約 2tの石油を使っています。2tのうちプラスチ

ックになっているのは、原油とナフサの輸入量全体の 6.4～6.5％です。つまり、残りは殆どが発

電や、自動車の燃料としてそのまま燃やされているのに、プラスチックになったら燃やしては駄

目とはおかしい、本来持っているエネルギーを活かすのも重要な視点と考えています。低炭素社

会に向け、エネルギー消費そのものの削減が基本です。使っていない電気は消す、自動車は必要

でない時は乗らない、といったエコライフの推進です。もし使うとしても再生可能エネルギーを

使いましょう、再生可能なエネルギーを開発し増やすことによって化石燃料の消費を削減しまし

ょうというのが世界の目標です。オバマ大統領のスピーチにある電気自動車とは、再生可能なエ

ネルギーである風力、太陽光、あるいは原子力発電によって CO2を出さずにできたエネルギーを

使った自動車のことです。その中で再生可能エネルギーには、ごみもバイオマスとして考えられ

ているのです。 

 

●効率のよりエネルギー利用 

 電力の内訳は原子力、石炭が 27％、ガスが 22％、石油が 13％、その他が 11％で 62％は化石

燃料から発電しています。炭酸ガスを出さないエネルギー源は 38％で、これを逆転させない限り

CO2を削減できません。日本は世界で 4番目に CO2を排出していますが、年間 12億 8600万 t、

一人当たり 10tの CO2を出しています。また、生ごみを埋立てると CO2よりも 10数倍温暖化に

悪影響があるメタンガスが出ます。ですから低炭素社会のためにも埋立をやめて焼却からエネル

ギー回収し、石油で燃やしているエネルギー分の代替を考えています。そういった意味では、売

電を増やすことが一番いいため、発電量をできるだけ最大にすることが重要です。煙突から出る

蒸気を防止するために、エネルギーを使って白煙防止するということは欧米では見られません。
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オランダのアムステルダム市が運営している焼却炉では、煙突から煙が出ているように見えます

が、ヨーロッパのダイオキシン基準である 0.1 は満たしています。白煙が出ることはヨーロッパ

では当たり前なので、そのためにエネルギーを使う方がもったいないと言っていました。また、

プラスチックは焼却炉で全部受け入れているため、焼却施設、発電施設のあるところではリサイ

クルされていません。ごみのエネルギーをできるだけ増やすため、アムステルダム市とその周辺

25市町村のごみも全部受け入れ焼却しています。そして、周辺の自治体からは 2倍の料金を徴集

することで、アムステルダム市民には安くなるような経済的メリットを与えています。 

 

８．おわりに 

 日本では低炭素社会に向け他にも色々な取組がなされています。３Ｒを進めるために物を消費、

排出する市民、ごみを再生処理する行政、物を生産販売する事業者全てがそれぞれの役割を果た

す必要があります。近年３Ｒに関連した企業はどんどん成長しています。カーシェアリングビジ

ネス、古本販売、中古 AＶ機器販売、レンタル CD、古着リサイクルでも年間数 10億円の企業が

成長してきているように３Ｒは企業にとってチャンスと言えます。 

全体的に望ましいごみ処理を目指し、市民への利便性も、環境負荷の低減、安全で安心できる

処理も大事です。資源を大切にするリサイクルの推進と言いますが、資源を大切にするという意

味では、マテリアルリサイクルだけではなく、エネルギーリカバリーも一つの方法です。効率的

な処理、費用の透明化による情報提供も市民にとっては関心がある点だと思います。 

本日は容器包装３Ｒ推進フォーラムですので、これまで容器包装リサイクルが果たした大きな

役割を改めて認識しないといけないと思います。その目的である、社会全体で効率のいいリサイ

クル社会を作っていく中で、金属類・ガラス類は物質リサイクルを、一方エネルギーとしても、

マテリアルとしても価値がある物はどちらが本当はいいのかという解析が非常に大事ですので、

関係者と情報を分かち合いながら、議論して自治体は賢明な選択をしていただきたいと思います。

御静聴どうもありがとうございました。 
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省庁の３Ｒ施策報告 

 

経済産業省リサイクル推進課長 

岡 田 俊 郎 氏 

 

３Ｒ推進団体連絡会の皆様には 5 年間の取組

に感謝申し上げるとともに、改めて敬意を表し

ます。私共がリサイクル（１Ｒ）政策を始めた

のがちょうど 20年前、今年 10月は 20年目の

推進月間です。これも皆様方にご協力いただい

たからこそであり、改めて感謝申し上げます。

ちなみに３Ｒ政策としては約 10年が経ちまし

たので、本日は 10年間の振り返りをしたいと

思います。 

まずは、関係者の役割分担として事業者、市民、

自治体、国と考えました。事業者による取組の

先駆的事例としては 1970年代初期、自動販売

機が普及し始め、飲料缶（スチール缶）が急増

し、ポイ捨てによる散乱ごみが増加しました。

処理責任を負う自治体は、缶の処理困難性とい

う問題に直面されたと思います。特に 70年代

はレジャーブームで、霧ヶ峰など自然豊かなと

ころにも空き缶が散乱するといった状況に社

会が直面しました。その際、先を見据えた形で

事業者が自発的な対応をされました。 

あき缶処理対策協会（現スチール缶リサイクル

協会）として、鉄鋼・製缶メーカー、取扱商社

が結集され、散乱防止・環境美化・リサイクル

の促進を目的として取組を始められました。当

時は新しい発想だったと思いますが、分別収集、

資源化システムの普及に正面から取組まれま

した。その中で、AC広告のような市民向けの

啓発活動、自治体向けの情報提供あるいは事業

者向けの協力要請といった活動を始めたそう

です。同じくオール・アルミニウム缶回収協会

（現アルミ缶リサイクル協会）も発足、3つ目

の食品容器環境美化協会では、中身メーカーが

活動されています。つまり、素材メーカー、缶

メーカー、更に中身メーカーなどの事業者が

EPR など全く関係なく、社会性を持ちながら

自発的に取組まれたのが原点であり、改めて事

業者が持続可能な形で事業を続ける方法を一

貫して考えていることは、先駆的かつ現在でも

模範とすべき取組です。 

もう一つのポイントは、空き缶の鉄鋼原料とし

ての本格利用です。以前、空き缶は規格外で材

料ではありませんでした。それが皆様方の努力

もあり、鉄鋼メーカーにスクラップ原料の規格

として受け入れてもらえるようになったそう

です。特にリサイクルの場合、素材メーカーが

どうリサイクル素材を扱うかが非常に大事で

す。その部分抜きにはしっかりした循環ループ

は組めないため、我々も改めて振り返る必要が

あると考えています。 

次に、市民の関与です。やはり国、自治体、事

業者がしっかり市民と対話をしていかなけれ

ばなりません。対話による問題意識の共有と、

それを汲み上げながら制度を改善していくこ

とが必要と考えています。容リ法が本格施行さ

れてから 10年、制度が定着するにつれて成果

も上がったと認識していますが、逆に当初鮮明

だった問題意識が希薄になっている部分、制度
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自体が自己目的化しつつある部分もあるので

はないでしょうか。そういった問題意識を持つ

べきではないかというのが一点。二点目は、プ

ラスチック製容器包装の再商品化における質

の高度化、また逆に市民に過度な負担を求めす

ぎている部分があるのではないかという点も

重要です。双方を両立させ実効性の高い分別排

出に持っていく必要があります。 

その中で、チャレンジングかもしれませんが、

プラスチック製容器包装の 2分別実験 in京都

に、現在取組んでいます。ここでは市民と改め

て問題意識を共有した上でプラスチック製容

器包装のよりよい分別による再商品化の質の

向上を目指しています。関係主体がばらばらに

やるのではなく、対話し制度を振り返ることも

重要であり、チャレンジングというのは、今ま

でのプラごみと家庭ごみの 2分別から、プラを

更に 2 種類に分けるということを実験的に実

施しているためです。果たして市民に受け入れ

られるかどうかを見てみたいと考えています。

またこれを基にしながら今後の分別のあり方

も考えていくため、プラスチック容器包装の中

でも PET 樹脂あるいは PS 樹脂を分別してい

ます。一つは収集区分ごとにリサイクルに適し

た素材の割合を向上させたい、もう一つは

PET、PSが家庭ごみとして排出されている現

状の中でもう少し分別できないかという問題

意識、そしてリサイクルの付加価値を上げるた

め、京都市右京区、ちょうど映画で有名な太秦

の 150 世帯を対象に実験しています。結果に

ついてもまた別の場でフィードバックしてい

く予定です。こういった形で市民関与の役割分

担あるいは市民とのコミュニケーションも考

えていきたいと思います。 

三点目、市町村の関与について。容リ法では分

別収集・円滑な引き渡し・情報提供を基本方針

として規定しています。分別収集計画に従い容

器包装廃棄物を分別収集するときは再商品化

施設の設定、処理能力に関して分別適合物を指

定法人等へ円滑に引渡すこと。引渡されない場

合も、再商品化施設の処理能力を勘案し、環境

保全対策に万全を期して適正処理されている

か確認を必要としています。また市町村は、容

器包装廃棄物の処理状況について住民へ情報

提供に努めることが必要と、市民とのコミュニ

ケーションを謳っています。改めて、市町村が

独自ルートを選択する場合の説明責任につい

ても、今一度振り返りをしてみたい点です。 

最後、国としても政策を考える上で色々な課題

があります。平成 20年に改正容リ法の施行が

ありました。5年後を目途に見直しを行うこと

を念頭に置きながら、様々な議論をこれから積

み重ねていかなければならないと思っていま

す。そのためにも、まず排出量が減ったのか、

リデュースが本当に達成されたのかについて、

しっかり振り返る必要があります。それからリ

ユースの位置付け、方法論も改めて検討する必

要があります。リサイクルとしては仕組みの安

定性、透明性、質ですが、特に制度の安定性と

してはマテリアルフローが問題となります。実

は昨日、日中環境省エネルギーフォーラムがあ

り、循環経済を大きなテーマに意見交換しまし

た。特に中国との物質のやり取りは非常に重要

な課題であり、私共も日本国内の現状、あるい

は外国とのやり取りなどの情報を分析しなが

ら、来春には中国の政策当局と政策対話をして

いきたいと考えています。また、田中先生から

御指摘頂いたような点も含め、課題をしっかり

見ながら、機会を捉えて制度の見直しを進めた

いと思います。以上、10 月は３Ｒ推進月間と

いうことで、振り返りの機会として論点を提供

させていただきました。御静聴ありがとうござ

いました。
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環境省 廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室長 

森 下 哲 氏 

 
大量消費社会から循環型社会への変換の中、 

３Ｒ推進と廃棄物の適正処理の両輪で循環型

社会を形成してきました。３Ｒの順番付のベー

スは循環型社会形成推進基本法ですが、法律が

できて 10 年。今後環境省でも 10 周年記念イ

ベントを含め、色々な取組を進めていこうと考

えています。中でも注目はやはり、リデュース、

リユースといった上位にあるＲをいかに進め

ていくか、評価していくか、に力点を置いた形

になっていくと考えています。 

容器包装は、ご存知のように容積比でも重量比

でもかなりを占めており、いかに減らすかが課

題です。現行の容器包装リサイクル制度におい

て、課題を 4点まとめました。①リサイクルの

質の向上。リサイクル推進がどれくらい環境に

いいかをきっちりさせること。②リサイクルシ

ステムの透明性確保。本当にきちんとリサイク

ルされているか、消費者に伝わっているか。③

リサイクルシステムの安定性。最近特に中国等

にリサイクルの循環資源が流れているため、国

内のリサイクルシステムが空洞化しないかと

いう観点も重要です。④リサイクルからリデュ

ース、リユースへ力強く舵を切っていかなけれ

ばいけないということです。 

こういった問題意識をベースに最近の取組を

紹介します。まず、経済産業省と環境省の合同

審議会で「プラスチック製容器包装の再商品化

手法及び入札制度のあり方に係る取りまとめ」

を実施。特に容器包装プラスチックのリサイク

ルおいて、これまで材料リサイクル手法を優先

してきましたが、近年落札量が予想を超え増加

したこともあり、優先的取扱を見直すべきとい

う議論から開始しました。取りまとめのポイン

トは、①現状のままでは優先的取扱の継続に対

し関係者の理解を得ることは困難。次期見直し

の際には燃料利用も含めてリサイクル手法の

あり方を根本から再検討すべき。②現時点では

優先的取扱を廃止するには十分な材料が得ら

れておらず、次期見直しまでの間は現行の取扱

いを継続する。③未だ発展途上にある材料リサ

イクル手法の質を向上させ、措置の具体化を図

ることが規定されています。取りまとめの際に

一部からは現在の優先的取扱に異論があり、反

対ということも付記すべきという意見も頂き、

報告書にはその旨を記載しています。 

当面の課題と今後のプラスチックリサイクル

のあり方は、1 点目、平成 23 年度以降の入札

に反映させるべき課題として、次期見直しまで

は市町村の申込量の 50％は材料リサイクルに

当てるという優先的取扱の上限、そして優先枠
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の運用における総合的な評価を深化させ、優良

なマテリアル事業者を育成するための取組を

強化すべきとしています。2点目、今後導入に

向け検討が必要な事項として、容リ協の中に仕

組みを設定していただき、容器包装メーカー等

とリサイクル事業者との対話により、環境配慮

設計、見える化（ラベル等）の推進を考えてい

ます。更に、リサイクル製品の販路拡大、市町

村における分別収集量の増加方策検討、複数年

契約等が提案されています。3点目、施策の方

向性を含めた検討が必要な事項として、システ

ム全体の効率性向上、これはソーティングセン

ターも踏まえ、新しいシステム、技術開発の導

入も課題です。また RPF等の燃料利用も、実

態把握を進めることが示されています。これを

踏まえ、容リ法の次回見直しは平成 25年 4月

が目途ですので、一歩一歩、きちんと議論を積

み重ねていきたいと考えています。 

ここからは個別具体例を紹介します。まず、地

域連携モデル事業として、プラスチックの分

別・再商品化において、より質を高め、量を増

やすことを目的とし、市民、事業者、自治体が

連携できないか検討しています。平成 20～21

年度にかけて 4地域、21～22年度にかけて更

に 4 地域、計 8 地域において分別に関する普

及啓発・教育を通し、市民に分別の意味を理解

していただき、出前講座、シンポジウムといっ

たイベント、施設見学等を実施した結果、分別

収集量の増加、あるいはベールの品質向上、住

民の意識向上という効果が得られています。続

いて、リユース、リサイクルに着目し環境負荷

調査を実施しています。プラスチック製容器包

装にかかる環境影響負荷分析として、望ましい

リサイクルとは環境負荷の観点からどのよう

なものか、どのくらい改善できるのか、CO2

の排出量や、エネルギー消費量を分析していま

す。結果は先ほどの合同審議会の報告書に紹介

されていますので参照ください。 

また報告書にはない内容で、リユース可能な飲

料容器、マイボトル、マイカップ推進運動を進

めていますが、環境負荷分析、LCA 的検討の

結果、使い捨て容器と比較してマイボトル、マ

イカップは環境負荷削減効果が非常に大きい

ことが明らかになりました。ただしこれら

LCA の評価結果は、現在最終的なデータチェ

ックの段階です。 

次にリサイクルからリデュース、リユースへ向

け、モデル事業を実施しています。例えばリユ

ース酒びんを使い、どれくらい地域に受け入れ

られるか、また環境負荷調査を九州で実施しま

した。また、PET ボトルのリユースシステム

について、デポジットをかけ小売店でリユース

し、何本戻ってくるかというモデル事業も実施

しました。更に、宅配システムを利用したリユ

ース実験など様々な検討を進めています。宅配

のようなクローズドシステムではリユースは

非常に価値がありますが、小売店ではなかなか

PET ボトルが戻らず、リサイクルの方が環境

上の効果は良いという結果も出ています。 

普及啓発活動として、マイボトル、マイカップ

キャンペーン、３Ｒ推進マイスター制度も進め

ています。また、居酒屋のワタミさん、びん商、

酒造メーカーと協力し、お酒のプライベートブ

ランドのリユースシステムを構築し、実効性や

効果を検証しています。 

最後にマイボトル、マイカップキャンペーンに

ついて、最近学生中心に水筒、タンブラーを持

ち歩く方が増えています。そういった取組は経

済的な面は勿論、環境面でも効果があるため、

事業者や大学等と連携し環境上の効果を調査

しています。結果は環境省のＨＰ等で情報発信

していますので是非ご覧ください。また、現在

東京都を含めた九都県市で容器包装リサイク

ル推進月間における普及啓発活動を、JR の電

子版広告で展開しています。以上のように、こ

ういった地道な普及活動にも一生懸命取り組

んでいきたいと思っています。 
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農林水産省食品環境対策室長 

矢 花 渉 史 氏 

 
本日は食品関係の取組を紹介させていただき

ます。先ほど主催者から自主行動計画の報告が

ありました。第一はやはり、リデュースという

ことで軽量化、適正包装を各団体あるいは各企

業で進めて頂いています。その中で、ガラス、

プラスチック、紙容器、それから PETボトル

について代表的な事例を紹介いたします。 

まずガラスについて、森永乳業さんでは軽量び

んを導入し、宅配用の牛乳を従来の 244gから

130g に軽量化しています。薄肉化し、樹脂コ

ーティングすることによって耐久性を向上さ

せ、また軽量化したことで、積載効率が改善さ

れ、強度も増すことにより再利用の回数が 30

回から 60回へと、リユースもかなり長寿命化

しています。 

次にプラスチック、紙容器について、味の素さ

んでは袋入りの具材を、年々色々な工夫により

軽量化しています。やはり食品の場合は何より

も安全性と、品質の確保が大事です。その他、

取り扱いや消費者の使い易さということを考

慮しながら、その中でも CO2削減につながる

素材に変え、最終的には紙トレイを廃止してい

ます。こういった取組により、2008 年の数字

ですが、容器包装重量を 400t程度、また委託

料も着実に減らしているということで数字か

ら見た削減の取組を紹介しています。改善の事

例について、包材設計グループが各メーカーで

工場の生産過程を工夫しながら、改善を進めて

います。同じく味の素さんの例をいくつか紹介

していますので、関心のある方はお店で是非ご

覧ください。 

 

 

最後は PETボトルについて、コカコーラさん

の取組です。2Lの PETボトルは、持ちやすさ、

軽量化を両立したデザインが出てきました。そ

れから記憶に新しいところでは昨年、「いろは

す」という 500ml の飲料容器を、国内最軽量

ということで12mgと従来より40％軽量化し、

更に潰し易くしたというものです。簡単に潰せ

るということと強度を両立した非常に画期的

な商品と言えます。そういった点から昨年、３

Ｒの功労賞、農林水産大臣賞等多数の表彰を受

けられました。 

以上、簡単に各特定事業者の取組を紹介させて

いただきました。本日は代表的なものだけを紹

介しましたが、この他の取組についても、農林

水産省や、食品産業センターのホームページで

紹介しています。色々な工夫をされている商品

を是非また手にとって選んで頂くということ

がリデュースにも繋がっていくと認識してい

ますので、これからもこういった取組を後押し

することに力を入れていきたいと思っていま

す。どうもありがとうございました。 
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分 科 会 

第１分科会   容リ法をよりよい制度にするためには？ 

 

 

ファシリ  山 本 耕 平 

テーター  ㈱ダイナックス都市環境研究所 

コメン   岩 本 一 星 氏 

テーター  埼玉大学名誉教授 

      石 井 節 氏 

日本容器包装リサイクル協会代表理事専務 

 

●はじめに 

 

山 本 耕 平 

（㈱ダイナックス都市環境研究所所長） 

 

本分科会では次の改正に向け、容器包装リサ

イクル法（以下、容リ法）における課題とある

べき形について自由に議論していただきたい

と考えている。話題提供などがない代わりに、

グループに分かれてのワークショップ形式に

よる自由な意見交換をお願いしたい。 

出来るだけ色々な立場の方が入るように心

がけて、4つのグループに分けたが、自治体が

少ないという状況であることはご了解いただ

きたい。本日は合意形成の場ではないので、お

互いの立場から活発な意見交換をしていただ

き、最終的にはグループごとの意見を模造紙に

整理してほしい。 

容リ法についての論点は多岐に渡ることか

ら、本日の意見交換に向けた考え方の整理とい

うことで、３Ｒ推進団体連絡会によって立ち上

げられた「容器包装３Ｒ制度研究会（座長：神

戸大学 石井雅紀教授）」での第 1回研究会に

おいて挙げられた論点を、スチール缶リサイク

ル協会専務理事の酒巻氏からご紹介いただく。 

 

酒 巻 弘 三 

（スチール缶リサイクル協会専務理事） 

 

３Ｒ推進団体連絡会では法律の枠組みを超

え、容器包装３Ｒの進め方について「容器包装

３Ｒ制度研究会」を立ち上げた。容リ法の改正

審議がまもなく始まると思うが、その前に消費

者、自治体、事業者、有識者など 14名のステ
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ークホルダーが集まり、本音で話し合える場と

して位置付けている。第 1回研究会では以下の

とおり様々な論点が挙げられたが、本日はグル

ープ毎にどこかに的を絞った議論をし、まとめ

ていただきたい。 

 

＜法制度の課題＞ 

・ 社会的コストを最小化するにはどんな手法

が有効か 

・ 罰則の強化が必要ではないか 

・ 主体間（消費者・自治体・行政）の連携が

不足している 

・ 法律には書いていない、２Ｒ（リデュース、

リユース）の仕組みを見直す（きちんとつ

くり上げる）必要がある 

・ 容器包装「リサイクル法」ではなく、大き

な枠組である３Ｒ推進法として捉えるべき 

・ リデュース、リユースの目標、履行者を社

会的に明示すべき 

・ 法律の目的を整理し、市民への普及啓発を

促進すべき 

・ ３Ｒの優先順位はこのままでいいのか 

・ 分別のルールの全国統一を検討しては 
・ 素材別３Ｒ推進法が必要ではないか 

 

＜リサイクル手法の再検討＞ 

・ 再商品化するよりも、熱回収したほうが効

率的なのか 

・ リサイクル手法を選択制にしてはどうか 

・ プラスチック処理のあり方として、製品プ

ラスチックはどうすべきか 

・ 再商品化行程のトレーサビリティが必要で

はないか 

・ 現在の経済システムでペットボトルを国内

だけで回すのは不可能ではないか 

 

＜３者それぞれの責任＞ 

・ 消費者、事業者の役割・責任を明確化する

べきではないか 

・ 自治体は収集コストを 100％負担している

が、3者が集まってコストを一緒に計算で

きるような仕組みがあってもいいのではな

いか 

・ 事業者は分別しやすい製品をもっと増やす

べき 

・ 消費者のライフスタイルの変革をどうすれ

ば進められるか 

・ 商品の過剰包装の見直し 

・ 市民に情報をというが、情報を与えるだけ

ではなく、行動させるにはインセンティブ

が必要ではないか 

・ 価格対価値のバランス、環境配慮商品の生

産拡大へ 

・ 行政においては収集コストの明確化を 

 

＜その他＞ 

・ 行政回収以外にも店頭回収、集団回収など

多様な回収の在り方の見直し 

・ 回収コスト、リサイクルコストの価格への

内部化 

 

 

●グループのまとめ共有 

 

＊グループＡ：渡 部 浩 一 氏 

（川口市環境部廃棄物対策課） 

 

メンバーは 8 人、市民団体 1 人、業界関係

者 6人、行政 1人という構成だった。 

議論は分かりやすいところ、市民の立場から

始めるということで、分別のルールから議論に

入った。次に分別のルールに連携するものにつ

いて話合いを進める中、付箋を積み重ね、大き

く 7つの山ができた。 

まず、その一つ「容器包装の定義」について、

表示の在り方や有料指定袋が異物として除去

される矛盾など市民からするとおかしいので

はないかという話があった。
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他方、分別の統一と言いながらも、生活のレベ

ルやライフスタイルが違う中で、収集効率も含

め、「多様な収集」方法があってもいいのでは

ないかという話があった。またこういった話の

中で、もう一つ大切な視点として「経済性」と

いうものが挙げられた。例えば社会コストがミ

ニマムになる収集方法や再商品化の手法を探

っていく必要があるのではないか。かつては最

終処分場の不足、焼却場建設の問題などによる

マテリアルリサイクルだけだったが、それらは

20世紀のモノサシで、これからは 21世紀のモ

ノサシを考える必要があるだろうという議論

となった。そしてそれは何かというと「３Ｒの

優先順位」であり、果たしてリデュース、リユ

ース、リサイクルという順位が正しいのか、リ

デュースと消費ニーズとの整合性の問題など。

また「主体関連系」「情報公開」という視点か

らは、行政が個別の事業者と付き合うことを恐

れているためと、事業者へのチャンネルが全く

ないために没交渉になっている。例えば前回の

容リ法改正時に自治体が処理コストを公表し

なかったように、お互いに情報公開しないため

不信の目になっているので、やはり主体間の連

携、お互いが情報を共有して腹を割って話すこ

とが重要で、そのためには、将来の国家戦略、

「ビジョン」として、インセンティブの働くシ

ステムを国として作る必要があるという議論

に落ち着いた。 

一般廃棄物の処理は廃掃法下では自治事務

であるが、容リ法では非常に国の関与が強いの

で、ペットボトルの国外流出の問題など、国が

戦略的に取組む必要がある。 

 

＊グループＢ：浅 羽 理 恵 氏 

（川口市民環境会議代表） 

 

メンバーは 7人、消費者 1人、事業者 2人、

業界関係者 1 人、記者 1 人、行政 1 人、とい

う構成だった。 

最初に現状の課題を整理したところ、「分別

手法のあり方」、「再商品化を売れる形に」、「3

者の責任」、「全体の効果」、「法制度」、「コスト

負担のあり方」、「主体間（事業者・自治体・消
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費者）の連携」に大きく分かれた。その中でも、

特に「分別手法のあり方」と「主体間の連携」

について重点的に話し合った。 

「分別手法のあり方」としては、分別の方法

についての情報は流れてくるが、実際に分別し

ているのは老若男女様々な立場の市民であり、

実際は戸惑っている現状が指摘された。もっと

判りやすい誰もが取組めるリサイクル表示が

今後求められるという話がある一方、分別の表

示を製品に付ける立場である事業者からは、ど

う付けていいかという悩みがあることも分か

った。リサイクル表示の仕方については、事業

者にも消費者にも分かりやすい形にすべきな

のではないか。またせっかく分別しても何にな

るかわからないものを分別している消費者の

声もあることから、分別したものが何になるの

かきちんと情報を伝える必要があるという指

摘もあった。しかし市町村毎に分別ルールが違

うため、広報に力を入れても限界があるとのこ

とで、市町村範囲では無理があるので、都道府

県域やもう少し広い道州制的な範囲で分別の

ルールを統一できれば、もう少し混乱なく進め

ていけるのではないかという話になった。 

「主体間の連携」では、先ほど分かりやすい

表示という話が出たが、分別しやすい製品づく

りのため、製品設計の段階で消費者、事業者、

行政などが関わったらどうなるのかという話

や、どういう情報発信をすれば効果的に伝わる

のかといったことなど、情報発信についても

様々な立場の人々による連携が必要なのでは

ないかという話がでた。また事業者同士の連携

も十分でないところもあるそうなので、今後は

必要になってくるのではないかという意見も

出された。 

 

＊グループＣ：松 田 圭 司氏 

（さいたま市環境局資源循環推進部資源循環政策課） 

 

メンバーは 7 人で、事業者 4 人、業界関係

者 2人、行政 1人という構成だった。 

議論の中で、まず「負担は誰が？」というこ

とで負担の割合について話が出て、「プラスチ

ック」について熱回収は本当にいいのか議論さ

れた。「３Ｒの PR」ということでは、まだま

だ市民に理解されていないということが指摘

され、英語だという観点からもリデュース、リ

ユースが分かりにくいという声があった。伝わ

っていないという点から見れば、環境教育をさ

れている子供たちを見ても、３Ｒ を口にする

子供はあまりいないというのが現実で、本当に

環境教育が行きとどいているのかという疑問

もあがった。 

そして「プラスチック」での熱回収の議論か

ら発展して、国内のリサイクルにおける将来の

形について、議論することとなった。その中で 
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「容器包装リサイクル法の限界」というのがグ

ループＣの議論の方向性となった。具体的には

容リ法の初期目的は達成されており、容器包装

という分野に縛られるのではなく、資源化を主

体とした法改正、法整備が必要ではないかとい

う話になった。また資源循環という観点から、

PET やプラスチックなど国内で分別回収した

ものは資源として、それらを海外に出さないと

いう前提で議論すべきではないかという意見

があった。海外に流してしまうことで、国内の

３Ｒ関連事業が発展せず、海外に依存する状況

になってしまうのではという懸念もあげられ

た。最終的に解決策が出ることはなかったが、

市民、行政、事業者、それぞれが現在の状況に

ついて危機感を持たなければならいというこ

とを確認したところで時間切れとなった。 

 

 

＊グループＤ：幸 智 道 

（ガラスびんリサイクル促進協議会事務局長） 

 

メンバーは 9 人で、事業者 3 人、業界紙 3

人、業界関係者 2 人、行政 1 人、という構成

だった。 

まず、より良い制度に向けての課題について

整理を行った。そのなかで 1つ目として「法制

度」という観点から、現在の素材毎の法律で大

丈夫なのかという意見や、あるいは国際循環、

海外流出の問題も含め、現在の法律が時代背景

の変化に合わなくなっているのではないかと

いう法体系に対する意見などが出された。2つ

目として、リサイクル手法など「処理方法」に

ついて、マテリアルリサイクルかサーマルリサ

イクルかといった議論も含め、これらの点を
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きちんと整理し

ないといけない。

3 つ目の大きな

ポイントとして、

コストを明確に

すべきである、

高コストである、

負担の割合を考

えるべきである

等、「コスト」に

関する話が出た。その他、リデュース、リユー

スの促進についての課題などが挙げられた。大

きく整理された中から、後半は現行容リ法との

関連性が深い「国際循環」について、特に掘り

下げて意見交換することとした。 

色々出た意見については、国内と国外に分け

て整理を試みた。収集物を海外に出すことに関

しては、戦略的な部分があるだろうが、資源と

してきちんと位置づけ、十分に配慮して扱うべ

きであり、安易に海外に出すことに関しては問

題を呈して行くべきということであった。課題

としては、PET ボトルの実態などからも、ま

ず手法の開発も含めて、かなり弱っている国内

基盤の整備が挙げられた。一方で海外を否定す

るのではなく、海外とも付き合っていくべきだ

という意見もあった。いずれにせよ、国内でど

れくらいの量を循環させるのか、どういった基

盤整備すべきなのかといったことについては、

今後の改正の議論で明確にすべきだという話

になった。 

 

 

●コメンテーターより一言 

 

石 井 節 氏 

（日本容器包装リサイクル協会代表理事専務） 

 

容リ法の課題について、特に分別収集の問題、

再商品化の問題、PET の国外流出など、容リ

法の指定法人である我々も感じており、共感す

るところであった。これらの課題については、

国ももちろん認識しており、しかしながらその

解決方法を見出せていないのが現状である。そ

んな中、今日の意見交換では、もう少し具体的

な提案が出されていたら私としてはありがた

かったが、やはり時間的なこともあって、この

テーマをそこまで議論していただくのは難し

かったのだろうという印象を持った。 

個人的な意見として、現在感じていることを

申し上げたい。当初容リ法の第一義的な目的は

最終処分量の削減であったが、現在は 10年前

に比べ半分まで削減されている。ある意味、初

期の目標は達成されたのではないかと見るこ

ともできるが、まだまだ最終処分量はあるので、

この量をどこまで減らすことができるかとい

う議論もある。そして次の段階として、容リ法

のビジョンが必要になる。容器包装だけでなく、

ごみ全体の問題、循環型社会、低炭素型社会な

どどこまでを視野に入れるべきかという点が

欠けているように感じている。また、現行の容

リ法は事業者だけが「義務」であり、消費者や

行政については「やってください」という性善

説だが、今後は現在の状況は限界だとして、も

っと規制するのか、それとも現在のままで進め

るのかという問題もある。 

いずれにせよ、来年の夏くらいには容リ法見

直しの議論が始まるのではと予想しているが、

個別の審議の中では、きちんとした解決策と大
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きな視点に立った容リ法の方向性を見直す時

期に来ていると感じている。 

 

岩 本 一 星 氏 

（埼玉大学名誉教授） 

 

今日は事業者や市民運動をされている方な

ど、ずいぶん真剣にご議論いただいて、非常に

勉強になった。その中で感じたことを申し上げ

ると、やはり多かったテーマは「分別ルールの

統一」ということではなかったかと思う。実は

このテーマは自治体の中でも議論されている

課題であり、合わせてコストの話なども議論さ

れている。例えばさいたま市でもプラスチック

の分別収集が行われているが、以前は三角に 1

から 7までの数字で材質が判別できたものが、

四角いプラマークによって、PET 以外は全て

の材質が一緒に排出できるようになっている。

これがひとつ、混乱の原因ではないかと考えて

いる。 

各グループで色々議論されていた中で、海外

流出についてむやみに国外に出さず、長期的な

視点にたって、有限な資源として位置づけるべ

きであるという意見については同感であった。

また、基調講演とも関連するが、あるグループ

では「プラスチックごみは燃えてしまえばおし

まい」という議論があったが、これにも同感で、

マテリアルできるものはマテリアルを重視す

るべきだと思うが、経済性の問題とも関連する

かとも思うので、非常に悩ましいと感じている。

そして３Ｒについて、市民にはわりに浸透して

いないというのが各グループでの共通認識と

して挙がっていたが、私自身、さいたま市の廃

棄物減量等推進審議会などで議論をしていて

も、浸透していないことを感じることがある。

市民レベルで３Ｒの情報発信を継続的に行な

っていく必要があるだろうと感じた。 

 

 

＜ディスカッション＞ 

山本：岩本先生から最後にもあったが、３Ｒと

いうのは意外と知らない人が多いのか。今年ベ

トナムを訪問した際には、JICAがハノイで行

っている３Ｒ啓発プロジェクトによって、中身

の部分がどの程度浸透していたのかは分から

ないが、地方に行っても３Ｒという言葉はよく

浸透していた。最近は２Ｒという言葉も出てき

ていて、ますます混乱しているのではないかと

思うところではあるが、３Ｒ自体が伝わってな

いという議論が出てくると、はっとさせられる

思いである。 

また、今日の議論でひとつ大切な事は、石井

さんが指摘された容リ法のビジョンについて

である。Ａグループでは国の戦略がはっきりし

ない中、自治体はほとんど権限がなく関与でき

ない法律になっているという指摘があった。制

度そのものの問題だとすると、国はもう少し戦

略をもってビジョンを作るべきだという議論

はこれまであまりされてこなかったかもしれ

ない。リーマンショックや昨今の中国との関係

も関係しているかもしれないが、やはり資源を

何とかしなくてはならないという意識からこ

のような議論がされているのかと思われる。事

実、市民の側からしても、税金を使ってリサイ

クルしているものを安く中国に出してしまう

ことに納得できないという素朴な話はよく出

てくることである。これは、容リ法の中で対応

できるものなのか？ 

石井：基本的には容リ法の枠外という解釈がで

きるかと思う。容リ法はあくまでも市町村が収

集した容器包装を事業者が責任をもって再商

品化するということしか規定していない。一方

で市町村は容リルートに乗せる義務はなく、選

択の自由がある。例えば PETボトルについて、

協会としては 2年前から、国内のインフラが危

機的状況であることやトレーサビリティとい

う観点から容リルートに回してもらえるよう

に、市町村へお願いに回っていることころであ
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る。容リルートで処理される量は増加しており、

お願いの効果は出てきているが、それでも 1/3

は独自処理されているというのが現状である。

国外への持ち出しについてはバーゼル条約と

いう別の枠組みがあり、その枠から出るような

処理はできない。 

山本：資源が海外に輸出されている状況がある

なか、例えば古紙の状況はどうなっているのか。 

(有)古紙ジャーナル社：古紙は日本国内で消費

できない分について輸出するということにな

っている。古紙の場合、製紙メーカーの消費量

や設備能力など、需給情報が明確に出されてい

るなかで輸出されているため、輸出はある種の

調整弁のような役割を果たしている。グループ

での議論でも、PET ボトルの場合ももう少し

それらの情報を明確にして、国内メーカーを活

かしつつ、国内で消費できない部分を輸出して

はどうかという話になった。 

西日本ペットボトルリサイクル(株)：PET ボ

トルの現状について。一言で言うと国内で原料

が不足しており、製品が供給できないという状

況にある。安定的かつ持続的にどうするべきか

という視点と PETボトルの汚染性をどう捉え

るかという視点が他の素材との違いかと思う。

中国が 5 年後、10 年後も現在と同様に消費す

ることは考えられない。その時に向けた日本の

廃棄物処理、循環型社会をどうすべきかという

将来の視点が一番重要ではないか。単なる

PET ボトルの問題ではなくて、これからの資

源問題、CO2問題といった次のステージに入っ

たと認識すべきである。 

山本：最後にまとめとして、各グループのファ

シリテーター及びコメンテーターから一言い

ただきたい。 

Ａグループ 渡部：資源循環推進基本法があり、

廃棄物処理法があり、その下に個別法が位置づ

けられているなか、市町村における廃棄物処理

は市町村の自治事務となるため、国としては大

きな指導性が発揮できないということが指摘

されている。これはごみ処理の法律の下にある

からで、本日の議論のとおり、資源循環の一環

を担うとするなら、経済の法律に近いのではな
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いか。そうなると容リ法改正だけではなく、公

衆衛生として考えられてきた自治体のごみ行

政も合わせて考えないと解決は難しいのでは

ないか。 

Ｂグループ 浅羽：午前中 LCAの話が出たが、

基本的には LCAの考え方に基づいて廃棄物処

理を考えることについては賛成であるが、例え

ば CO2の排出量が低い処理方法が選択された

場合、逆に本来の発生抑制に対するインセンテ

ィブにならないようなケースが出てこないか

どうかが心配である。この点は十分議論して容

リ法の改正を検討していただければと思う。 

Ｃグループ 松田：性善説で作られた容リ法が

市町村の自治事務でまかなっている状況に限

界があると感じており、物流行政をきちんと位

置付けて、廃棄物処理の問題ではなく、経済的

な手法のなかで対処すべき時代になってきて

いると感じている。 

Ｄグループ 幸：時代背景の変化に伴い、容リ

法の制度そのものの戦略、位置づけといったと

ころの見直しが必要だと感じられたが、当然今

日だけでは十分な議論がしきれないところで

ある。今後の議論に関わるなかで、今日のご意

見やご発言を参考にさせていただきたい。 

石井：本日の議論を聞き、協会内部としても次

の見直しに向けた課題整理をしていきたいと

考えている。皆さんと一緒に考えていきたい。 

岩本：市民の立場として申し上げると、基本は

３Ｒだと思うので、やはり市民のレベルでそれ

が浸透するよう徹底していきたい。 

山本：本日の議論では、リサイクルという点で

はまだまだ分別が十分ではないという話があ

ったが、表示の仕組みも含めて、制度の修正で

対応できる問題であり、制度の根幹に関わる話

ではないだろう。しかし市民の立場からすると、

こういったことが非常に分かりにくいと言わ

れる。 

田中先生の基調講演とも関連するが、LCA

というモノサシがポピュラーになり、エネルギ

ー回収も評価ができるようになってきたとい

う状況があるなか、次の容リ法改正でも議論に

出てくることが予想される。しかし、市民にき

ちんと説明されるかという点が、極めて重要な

ポイントになると思われる。 

マーケットの話も出たが、この点については、

容リ法の枠内で対応できる問題ではなく、資源

問題としてリサイクルを別の形の法律、例えば

資源有効利用促進法などで対応できるよう検

討すべき課題であろう。行政としては税金によ

って回収した資源を国益のためにも信頼でき

るルートで対応するというプライドをもった

対応が必要なのではないだろうか。 

最後に、これからの容リ法改正に向けては、

こういった場での議論を積み重ねていくこと

が重要であり、全体の方向を決めることに大き

く役立っていくだろうと思っている。今日はみ

なさんの問題意識や関心が共有できたという

ことを確認して、お開きにしたい。どうもあり

がとうございました。 
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第２分科会   容器包装のリデュースとごみ有料化 

 
 

 

話題提供者 遠 藤 守 也 氏 

      仙台市リサイクル推進課 

      柴 澤 弘 一 氏 

      府中市ごみ減量推進課 

      三 村 元 彦 氏 

      西東京市ごみ減量推進課 

ファシリ  山 谷 修 作 氏 

テーター  東洋大学経済学部教授 

 

●100 万人のごみ減量大作戦 

～みんなですすめよう！ 

ごみ減量・リサイクル～ 

 

遠 藤 守 也 氏 

（仙台市環境局廃棄物事業部リサイクル推進課長） 

 

家庭ごみ・プラスチック製容器包装の有

料化へ 

平成 12年度の容リ法完全施行を受け、12月

からプラスチック製容器包装のモデル回収と

して、5区それぞれにモデル地区を設定し、収

集システム、協力率、異物混入率を調査検証し

た。平成 14 年度の全市拡大実施

時には、分別推進キャラクターの

ワケルくんを登場させ、注目度が

上がるよう工夫して市民に呼び掛

けた。 

平成 20年 10月からの有料化開

始時には、プラスチック製容器包

装の収集運搬や選別に多額の費用

が必要で、家庭ごみ 1トン当たり

26,000円程度に対し、プラは 1ト

ン辺り 6 万円程度と、2 倍以上の

費用を市が負担していることを市民に訴え理

解を求めた。また、資源物の分別が進むよう月

2回の紙類定期回収を開始し、集団資源回収へ

の支援と生ごみ処理機の購入費補助を拡充さ

せた。そして、プラスチック製容器包装の指定

袋料は家庭ごみの半額と設定した。 

有料化実施により、1人あたりのごみ量は順

調に減り、目標達成という大きな成果を得るこ

とができた。現在、次期基本計画を策定中で、

平成 23年度からの新たな目標を検討している。 

 

店頭回収の取組 

みやぎ生協での店頭回収量は、有料化前と比

べて 3割程度伸びた。ペットボトルや発泡トレ

イの他、新たに卵パックや透明トレイも品目に

追加したところ、いずれも著しい伸びを見せて

いる。店頭回収は無料なので、行政回収に出す

より、こちらを選ぶ人が増えていると思われる。 

また、平成 21年度から全市でレジ袋有料化

を実施。有料化前と比べると、市内約 70店舗

から約 600 トンものレジ袋が削減されたこと

になる。 
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プラスチック製容器包装の取組と今後

の課題 

回収されたプラスチック製容器包装に含ま

れる異物は毎年 2～3％で、他の自治体に比べ

ると非常に少ない。これは市民が排出対象をき

ちんと理解している証であり、汚れも少ない。

しかし、家庭ごみの中には、まだ 7.8％の分別

可能なプラスチック製容器包装が含まれてい

るので、さらなる分別推進の働きかけを進めて

いく必要がある。 

また、市民感覚に合っていないと言われるよ

うに、プラスチック製容器包装と製品プラスチ

ックの回収方法の違いなど、何らかの対策が必

要である。市民に分かりやすい制度になるよう、

市町村が連携して働きかけていくことが重要

と考えている。 

今後も、リサイクルだけでなく、リデュース、

リユースと合わせた 3つの働きかけで、低炭素

社会や資源循環社会を目指していきたい。 

 

 

●ダストボックスからの脱却 

 

柴 澤 弘 一 氏 

（府中市ごみ改革推進本部ごみ減量推進課主幹） 

 

ダストボックス無料収集から有料化へ 

全国唯一のダストボックスによる無料収集

を行ってきた府中市では、①ごみと資源の分別

が徹底されない、②事業者や他市からのごみが

投棄されやすい、③多摩地域の中でもごみ量が

多い、という 3つの問題点を抱えていた。 

そこで、①ごみ量を平成 13年度比 50％削減、

②リサイクル率日本一、③すべての市民・事業

者との協働による循環型社会の実現、という 3

つの目標達成に向け、平成 22 年の 2 月 2 日、

2222 を合言葉に家庭ごみ有料化に踏み切った。 

指定有料袋は、燃やせるごみ・燃やせないご

み・容器包装プラスチックの 3種で、戸建住宅

は戸別収集、集合住宅は集積場所排出とし、街

中にあったダストボックスを撤去した。 

 

容器包装プラスチックの有料化 

容器包装プラスチックについては、市民から

「資源なのになぜ有料なのか」「市民へ負担を

強いるのでなく事業者へ働きかけるべき」との

意見が出たが、これに対し市は「他の資源と比

べ処理費がかかるため、排出量を減らしたい」

「簡易包装や詰替え商品の利用などを促し、容

器包装プラスチックそのものを減らしたい」と

の考えで理解と協力を呼びかけ、容器包装プラ

スチックも有料化の対象品目とした。 

容器包装プラスチックの指定袋は、燃やすご

み・燃やさないごみの半額、1リットル 1円に

設定。当初、Mサイズと Lサイズの 2種類だ

ったが、市民からの強い要望により、SS サイ

ズと Sサイズを今年 12月から販売することと

なった（下表参照、価格は 10枚 1組）。 

SSサイズ（5リットル） 50円 

Sサイズ（10リットル） 100円 

Mサイズ（20リットル） 200円 

Lサイズ（40リットル） 400円 

有料化による効果と今後の取り組み 

平成 21年度には 33,690tだったごみが、有

料化実施後の平成 22 年度には、27,225t と、

約 20％削減された。ごみの減量以外にも、20％

台であったマイバッグ使用率が 43.2％と大幅

に上昇し、簡易包装に取組む店も増えつつある。 

また、特に大きな成果は、平成 20年度まで

は毎年 D ランクだったが、平成 22 年 B ラン

クに上がり、汚れ・破袋度は A ランクを獲得

することができた点といえる。 

現在は、ごみ 50％削減とリサイクル率日本

一を目指し、①集団回収の拡充、②店頭回収の

促進、③生ごみの資源化という 3つの目標を定

めている。生ごみの資源化は、多摩地域で初め
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ての生ごみ資源化施設を作るため、調布市と共

同研究を進めている。今後もごみの減量を積極

的に進めていきたい。 

 

＜質疑応答＞ 

参加者Ａ：有料化によって品質が向上したとい

う話だが、戸別収集の効果ではないのか。 

柴澤：同じ戸別収集でも、無料の場合は指定袋

を使用しないため多少の汚れがあっても混ぜ

てしまう傾向がある。有料の指定袋を使うこと

で、回収不可で取り残されるという無駄のない

よう、品質の高いごみが排出されている。 

 

 

●家庭ごみ３事業でごみの減量 

 

三 村 元 彦 氏 

（西東京市みどり環境部ごみ減量推進課統括技能長） 

 

ごみ収集方法の推移 

平成 13年、合併により西東京市が誕生した。

この頃多摩の他市で戸別収集や有料化が始ま

ったが、西東京市は合併業務で遅れ、資源化率

もほぼ最下位、ごみ量もなかなか減らなかった。 

平成 19 年 9 月より戸別収集を実施し、10

月からはプラスチック製容器包装類、金属類な

どの分別収集を開始。そして、平成 20年 1月

には、可燃ごみ・不燃ごみ・プラスチック製容

器包装類の有料化を開始した。この、戸別収

集・分別収集・有料化の 3 つを「家庭ごみ 3

事業」と呼んでいる。 

 

家庭ごみ３事業の成果と対応 

有料化により、大幅なごみの減量に成功した。

1人 1日あたりの家庭ごみ量が、平成 20年度

が 578.1g、平成 21年度が 570.2gで、両年と

も多摩地域で第 1位を獲得。今後のリバウンド

を防止するため、今年 10月 1日より可燃・不

燃ごみ兼用袋 10 リットル（10 枚）を 200 円

から 150 円に、プラスチック製容器包装専用

袋 10リットル（10枚）を 200円から 50円に

減額した。 

排出抑制や分別徹底のためには、排出者の明

確化が不可欠であるため、戸別収集が効果的だ

が、これまで集合住宅には徹底することが難し

かった。そこで、集合住宅の集積所に、部屋別

収集できるようなフックを設置した。名前の表

示はないが、取り残しごみがあった場合はどの

部屋から出されたごみかが分かり、指導するこ

とが可能になった。今後、分別ができていない

約 500ヵ所の集合住宅全てに設置する予定。 

 

今後の課題 
排出量が多摩地域で最も少ない西東京市で

も、最終処分場への搬入配分

量がオーバーしており、制裁

金を支払っているというのが

現状である。今後は、特に排

出抑制に力を注ぎ、焼却処分

するごみをいかに減らせるか

が課題。 

そのため、ダンボールコン

ポストの講座開設や、剪定

枝・草・落ち葉の資源化モデ

ル事業、生ごみ処理機の普及
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を進め、可燃ごみの減量を目指している。 

また、製品プラスチックも売却できるので、

モデル化事業を実施する予定。現在は不燃ごみ

として回収し、一部事務組合で RPF化してい

るが、市が直接回収することで少しでも市の歳

入にしたい。 

 

＜質疑応答＞ 

参加者Ｂ：戸別収集にかかる費用はどの程度か。 

三村：有料指定袋による歳入は約 5億円だが、

戸別収集にかかる委託費はこれまでの 1.5 倍。

指定袋の制作費と販売店に対する手数料、プラ

の収集運搬費用、中間処理費、再商品化費に 5

億円強かかるので、数千万円程度の持ち出し。 

参加者Ｃ：どのような戸別収集か。 

三村：戸建住宅は一軒ごとに門の内側か扉の前

に出す。集合住宅は、集合住宅ごとの集積所を

利用し、できるだけ戸別収集に近いような設備

にした。どちらも誰が分別・排出したか分かる

ので、きちんと分別できていなければシールを

貼り、直接指導することができる。 

参加者Ｄ：戸建住宅の共用集積所はないのか。 

三村：戸別収集は、可燃ごみ・不燃ごみ・容器

包装プラスチックの 3種類のみ。びん・缶・ペ

ットボトルなどの資源は、共用の集積所で回収

している。多摩地区では全品目を戸別収集して

いる自治体が多いが、西東京市は財政が豊かで

はないので、このようにしている。 

 

 

●コメンテーターからの情報提供 

「自治体アンケート調査結果」より 

 

山 谷 修 作 氏 

（東洋大学経済学部教授） 

 

9 月に実施した有料化アンケートによると、

現在全国市区町村の有料化実施状況は、59.8％

であった。23区を含む 809の市区で見ると、

約 53％が有料化を実施している。 

この調査では「有料化」の定義を「家庭系可

燃ごみの定期収集・処理について、市区町村に

収入をもたらす従量制手数料を徴収すること」

とした。この定義は、都道府県によって大きく

異なり、条例で手数料を定めている物以外は、

自治体に収入があっても有料化と認めていな

い自治体、また、条例に関係ないとしている自

治体もある。実際は、自治体や一部事務組合が

有料化制度の運用をしておらず、商工会が取り

仕切っているといったケースもあった。 

大幅な伸び率が 2006年以降緩やかになって

いるのは、市町村合併の収束が大きな要因と考

えられる。また、不況の影響で消費が落ち込み

ごみ量が減ったことで、いま有料化する必要は

ないと判断される傾向がある。 

40～45リットル袋 1枚の価格で比較した価

格帯は、1リットル1円程度が全国平均だった。

有料化している 432 市のうち、資源物も有料

化しているのは 144 市で 32.9％、さらにプラ

スチックも有料化しているのは 93市で 21.5％

という結果だった。 

 
 
＜ディスカッション＞ 

山谷：ごみは有料、資源は無料であればとても

分かりやすく、きちんと分別すればコスト負担

を減らすこともできるというメリットがある。

しかし、あえて資源も有料にしている理由は、

プラスチックの回収・処理には多額の費用がか

かるためといえる。 

参加者Ｅ：有料化することでごみが減るという

が、減ったごみはどこへ行ったのか。プラスチ

ックは店頭回収されたと考えても、他のごみが

不法投棄されているなどの心配はないのか。 

遠藤：従来から行っていた集団資源回収と、新

しくはじめた行政回収で、焼却ごみの 3割を占

めていた紙類を分別することができた。また、

平成 21年度はオリンピック景気によりちり紙
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交換のトラックも一時的に増えたようで、いず

れにしても資源として使われていると思う。さ

らに、生ごみ処理機の補助を 5 割から 6 割に

引き上げた結果申請が急増し、生ごみの減量に

つながった。 

柴澤：ごみから資源に分別するようになったこ

とがごみ減量の原因で、これは予想通りの結果

である。また仙台市と同じように、生ごみ処理

機の補助上限を引き上げたことで、申請が増え

た。住民の意識が高くなったと感じている。 

山谷：西東京市では、きれいに分けて洗っても

ごみで出しても同じ価格では、手間を惜しんで

ごみ袋へ入れてしまう危険性がないか。一方、

仙台市、府中市ではプラスチック袋がその他の

袋の半額であるため、安くすませようと、ごみ

をプラスチック袋へ入れて排出してしまうこ

とがないか。 

三村：当初、戸別収集で分別できていないごみ

を置いていくことに批判はあったが、説明に行

くときちんと納得してもらえる。半透明袋から

透明袋に変え、見える化したことにより、値段

は下がっても適正に分別されるようになった。 

柴澤：現在、プラスチック袋に生ごみなどを入

れるケースが出ているので、今後対策を検討す

る必要がある。 

遠藤：袋の値段の違いによる異物混入を懸念し

ていたが、レジ袋の有料化を同時に行なったこ

とによってごみ量も減ったと考えている。 

山谷：資源は、有料にすべきか。 

参加者Ｆ：事業者が負担すべき費用を自治体が

負担しているのに、さらに住民に負担させるの

はおかしい。その前に、事業者に負担させるべ

きだと思う。 

参加者Ｇ：事業者が負担しても出所は売上げの

一部であり、自治体が負担しても元は市民から

の税金なので、結局は市民が負担していること

に変わりはない。まずは、全体のコストを減ら

すためにどうするか考えることが課題では。 

参加者Ｈ：安く売ることばかり進めたために、

ごみが増えたのではないか。多く使った人が多

く負担する仕組みをつくらないと、発生抑制に

はならない。 

参加者Ｉ：事業者の負担分を全額商品価格に上

乗せするのは、実質の値上げになり難しい。事

業者も容器包装を減らしたり、リユースできる

ような容器包装に変えたり、努力をしている。 

遠藤：リサイクルには多額の費用がかかる。再

商品化費用は、基本的に製品価格として市民が

負担しているので従量制。一方、行政が処理す

る場合は税金なので、有料化にしない限り従量

制ではない。さらに、家庭ごみは 1kg あたり

250円だが、25円の 40リットル袋には 2～3kg
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しか入らないため、負担割合が非常に小さく、

結局多く出しても少なく出しても同じ。市も財

政状況が逼迫しているので、できれば事業者に

も負担してもらいたいという思いが、制度改正

を望んできた経緯だと思う。 

三村：分別せずに出しても、集積所回収の場合

は注意ができないので、きちんと分別している

人にはストレスが大きかった。戸別収集・有料

化をしなければハレーションを起こしたかも

しれない。レジ袋や店頭回収の取組など、有料

化が市民や事業者の活動の契機になったこと

は間違いない。 

山谷：3市とも有料化でごみの減量に成功した

が、これからの問題点や課題は？ 

遠藤：焼却ごみの中に、まだ 8.4％のプラスチ

ック製容器包装が混ざっている。きちんと分別

すれば資源になるということを、もっと市民に

理解してもらう必要がある。また、自分の分け

た物が身近なものにリサイクルされていると

いうことを実感してもらう機会を増やしてい

きたい。 

柴澤：管理会社やオーナーを把握することで、

集合住宅への指導徹底体制を築きたい。また、

資源集団回収や店頭回収などのツールを拡充

させたい。 

三村：月 1回金属の回収をしているが、大量の

傘が排出される。ペットボトルもそうだが、使

い捨てをどうにかしないといけないと感じて

いる。また、リサイクルされるが排出抑制には

繋がらないものが増えるのは問題。コストをか

け大きいことはできないので、生ごみたい肥化

や製品プラの資源化などを通し、市も住民も一

緒に頑張る体制を取りたい。 

参加者Ｋ：自治体はごみ処理に義務を負ってい

る。日常生活をしていれば必ずごみが出るとい

う現状で、有料化にするのは疑問。公平に、あ

る量までは無料それ以上は有料としている事

例はないのか？ 

山谷：一番望ましい制度だと思うが、制度設計

が難しい。家族構成などの把握、配布枚数の決

定などに時間と手間がかかる。都市部など、人

の移動が激しい自治体はとてもできない。 

遠藤：有料化は市民生活への影響が大きい。行

政への信頼がないと実現は難しい。 

柴澤：何より、市民と協議して進めること、連

携することを重視した。行政だけでは進められ

ない。 

三村：これ以上コストをかける訳にはいかない

が、現在ペットボトルの集団回収にお金を払っ

ていないので、来年は予算を付けられるように

したい。市民との対話を重ねて、進めたい。 

山谷：信頼・連携・対話。大事なことは、 ど

の地域でも同じである。 
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第３分科会   「プラスチック」のリサイクル 

 
 

 

話題提供者 吉 岡 敏 明 氏 

    東北大学大学院環境科学研究科 

     平 石 惠 一 氏 

日本容器包装リサイクル協会 

     山 田 英 夫 氏 

国立市生活環境部ごみ減量課 

     山 崎 仁 氏 

志木地区衛生組合企画業務課 

 

ファシリ  佐 久 間 信 一 

テーター ㈱ダイナックス都市環境研究所 

コメン   園田 真見子 氏 

テーター  循環型社会創り研究家 

 

●プラスチックの成分の違い、リサイ

クル手法他 

 

吉 岡 敏 明 氏 

（東北大学大学院環境科学研究科教授） 

 

プラスチックの成分の違いと特性 

プラスチックは原油の 8％を占めるナフサか

ら生成される。先ず基礎化学製品（エチレン、

プロピレン、ブタン等）が生成され、これが集

まったものがプラスチックである。プラスチッ

クをリサイクルする場合、どの位置まで戻すの

かによって、手法が色々と異なる。またプラス

チックは金属とは違い、煮たり焼いたりすると、

殆どは分解してしまう。ここが材料リサイクル

の難しい部分である。 

汎用的なプラスチック（PE、PP、PS、PVC

等）は基本的に似た分子構造をしているが、中

の一つの原子が違うことで様々な特性を持つ。

ポリエチレンテレフタレート（PET）はこれら

と別の構造を持っているので、違ったプラスチ

ックと位置付けられる。 

プラスチック製品には、プラスチックの種類

ごとにリサイクルマークが付けられているが、

日本だけは「プラ」という簡単な表示（プラマ

ーク）によって他のごみと分けられている。単

にプラスチックと呼ぶが、一つのプラスチック

製品でも色々な物質が添加され、その種類や量

も多岐に渡る。このことがプラスチックの分別

を困難にしている。 

 

プラスチックのリサイクル手法 

日本で排出される廃プラスチック約998万ト

ン（2008年実績）の 70％程度は何らかの形（再

生利用・油化・ガス化・高炉還元・固形燃料化・

発電等）で有効利用されている。 

従来の廃棄物処理においては、製品は使用後、

焼却を経て埋立てられていた。今日では、製品

を造る段階・使う段階で３Ｒにより、焼却・埋

立量を極力減らし、資源価値を高めつつ環境負

荷を与えない循環システムを作ることが求め

られている。 

プラスチックのリサイクルには、大きく分け

てマテリアル、ケミカル、サーマルの 3つの方
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法がある。マテリアル（材料）リサイクルは再

度製品に戻す方法で、PETは PET、PEは PE

として使う。プラスチックを分解しない程度に

溶かし、金型に入れて再生利用する。 

ケミカルリサイクルはプラスチックを化学

反応によって、高分子（ポリマー）を単分子（モ

ノマー）に分解して再利用する。鉄鉱石から鉄

を造る際に微粉炭の代わりにプラスチックを

使ったり（高炉還元）、コークス炉の化学原料

として用いたりする方法がある。 

通常、プラスチック単体の製品は殆どなく、

プラスチックに他の物質が混じっていたり、金

属等との複合体となっている場合もある。これ

らをリサイクルするのは大変だが、簡単な方法

として、既存の施設で燃やしてエネルギー回収

するサーマルリサイクルがある。PE、PP、PS

は、普通のごみと比べ約１万 kcal/kg とカロリ

ーが非常に高い（石炭比でも数千 kcal高い）。

基幹産業で石炭の代替として廃プラスチック

を用いた場合、CO2削減に寄与できると算出さ

れている。マテリアルあるいはケミカルリサイ

クルしつつ、最終的にエネルギー回収し、CO2

削減にも繋がるように考える必要がある。 

 

プラスチックのリサイクルに有効なクロ

ーズドシステム 

容リ法における「金」と「物」の流れを見る

と、自治体回収に非常にお金がかかっている。

消費者は色々な形で協力するが、各地域や消費

者に対して殆どインセンティブが働かない。 

ある程度地域にインセンティブを与え、各地

域で回収されたものを還元できる方法を自治

体に課せば、自治体独自で良好なリサイクルシ

ステムが構築出来ると考えられる。 

リサイクル出来る基幹産業・リサイクル産業

プラントから半径100km以内の地域であれば、

地元でプラスチックの有効なリサイクルのク

ローズドシステムが作れるのではないか。 

こうしたシステム構築のためには新しい技

術が必要だが、既存技術を上手に使えば人も知

恵もリサイクルすることが可能となる。他の場

所で昔から使われていた技術が、あるリサイク

ルのために有効なケースが存在し、これに新た

な技術を汲みこんでいく（トランス・テック）。

現状の縛りに苦しむ社会から、理想とする未来

社会へ移行するには、トランス・テックを繰り

返して行かなければ３Ｒも進まない。 

 

 

●プラスチック処理の現状 

 

平 石 惠 一 氏 

（日本容器包装リサイクル協会プラスチック容器事業部長） 

 

プラ容器包装の再商品化実績 

市町村からの分別基準適合物の引取は、かつ

て年間 10 万トンほど増えていたが、ここ数年

は毎年 2万トン程度。再商品化実施委託単価で

は、プラ単価が平成 18 年度以降毎年低下して

いるものの、他の素材と比べれば非常に高い。

また、容リ協が再商品化事業者へ支払う委託料

総額では、平成 17 年度をピークに低下傾向に

あるが、プラは委託料全体の 9割以上を占める。 

また、落札単価では、プラスチックは他の素

材よりも高い。平成 17 年度以降、落札単価は

全体として低下しているが、材料リサイクルは

ここ 3年高止まりしている。 
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容器包装プラの再商品化手法について、大別

すると材料リサイクルとケミカルリサイクル、

固形燃料等の 3つとなり、ケミカルは更に 4手

法に分かれる。平成 21 年度、容リ協の市町村

引取量は 61.6万トン、うち材料リサイクル 34.3

万トン、ケミカルリサイクル 27.3 万トン。再

商品化製品は材料リサイクルが 17 万トン、ケ

ミカルリサイクルが 22.3 万トンで、再商品化

率＝再資源化率は材料リサイクルが約 50％、ケ

ミカルリサイクルが約 80％と、ケミカルリサイ

クルが高くなっている。 

材料リサイクルの落札量は平成 16 年の

24.6％から急激に増加しており、19年度以降は

50％以上。落札単価では、材料リサイクルのケ

ミカルリサイクルに対する比率は、最近 2年間

では約 1.8倍と高くなってきている。 

容リ協では平成 18年 9月～19年 6月に行わ

れたプラスチック再商品化に関する環境負荷

等検討委員会にて「材料リサイクル手法が他の

手法に比べ、特段優れているということはな

い」という結論を得た。 

 

プラ再商品化手法に係る合同審議会と当

協会における対応 

材料リサイクル優先について、平成 11 年 3

月の産構審第 13 回容器包装リサイクル小委員

会の決定に基づき「プラスチック原材料等とし

ての再商品化の重要性に鑑み、プラスチック原

材料等としての再商品化方法を、その他の再商

品化方法に比べて、一定の基準の下で優先的に

取り扱うこととする」旨が実施されている。昨

今では材料リサイクルの落札量が急増し、優先

的取扱いを見直すべきとの議論がある。 

 次、平成 21 年 4 月からプラスチック製容器

包装に係る再商品化手法検討会が開催され、22

年 8月に当面の課題と今後のリサイクルの在り

方が取りまとめられた。主な内容は①平成 23

年度以降の入札に反映させるべき措置として

(1)優先的取扱総量に上限設定、(2)優先枠内の

運営における総合的な評価、(3)材料リサイクル

手法に適したベール選択の容易化、(4)入札上限

価格の見直し、②措置・仕組みの導入に向け更

に検討が必要な 6つの事項が挙げられている。 

容リ協として対応する事項は 3点。１点目は、

優先材料リサイクル事業者の総合的な評価方

法の検討。2 点目は、高度利用の評価方法の検

討。3点目は資料の通り。総合的評価は 3分野

について、更に細かく評価項目があり、それぞ

れ点数がつけられる。容リ協では市町村からの

申込量を約 70 万トンと見ているが、優先的取

り扱い総量は半量の約 35 万トンである。Ａ枠

は競争倍率が緩やかな条件であり、Ｂ枠は競争

倍率が高い。それぞれの事業者がＡ・Ｂ枠を持

ち、総合的評価の結果によって割合が決まる。

落札選定は、優先Ａ枠、優先Ｂ枠、最後に一般

枠の順で決まる。 

 

ベール品質調査について 

容リ協では、市町村への資金拠出制度開始を

受け、平成 21 年 4 月より市町村収集物の品質

改善スキームを変更し、期間を従来の 1年間か

ら 2年間に変えた。また、1回目のベール品質

調査は、市町村が希望すれば立ち会える。 

ベール品質評価項目は、大きく分けて容器包

装比率、汚れ（外観）、破袋度、禁忌品である。

容器包装比率評価では、平成 18年度から Dラ

ンクの割合が高くなっているのは、この年から

容リ協が立ち会うようになった結果であり、そ

の後は良くなっている。破袋度も大幅に向上し

ている。一方、近年は禁忌品混入率が 50％近く

まで上がっている。平成 20 年度から容リ協で

は、ベールの品質改善を目的に、市町村へ出向

き勉強会を実施している。 

 

リサイクルフローの透明化に係る検討会

と当協会における対応 

平成 21 年 6 月に中間取りまとめが出され、

基本的な考え方として「信頼性と透明性の向上
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の重要性」で、3 つの事項が示されている。容

リ協の対応として、リサイクルフローの確認に

係る措置では、再商品化業務の運営の厳格化と

して 3つの事項を行っている。情報公開の促進

としては、容リ協のホームページから各市町村

の状況が分かるように整備し、自治体への協力

を呼びかけている。 

 

 

●容リプラ、製品プラを別々に分別収

集 

 

山 田 英 夫 氏 

（国立市生活環境部ごみ減量課長） 

 

プラスチック処理の変遷 

国立市のプラスチックごみは、平成 11 年ま

で埋立処分されていた。市民との間でプラスチ

ックごみを燃やさないという約束があったた

めである。当時の埋立処分量は年間約 4,000ト

ンに達し、最終処分場残余年数の逼迫が問題と

なり、延命化が急務となっていた。 

こうした中、国立市は平成 12 年より多摩川

衛生組合に加入。同組合の焼却炉では、プラス

チックはサーマルリサイクルされており、ダイ

オキシンの発生はほぼゼロ、他の有害物質の発

生も基準をクリアしていた。これらを踏まえて

プラスチック焼却に踏み切った。 

組合加入後も、国立市はプラスチックの分別

を継続した。市民に対する説明では、焼却が最

良の処理ではないことを理解した上で、より上

位のリサイクルができるようになった時に円

滑に移行できるように、また、未検知の有害物

の発生や、焼却炉の異変に対処可能とするため

に、分別を継続する旨を伝えた。 

平成 20 年 7 月、容器包装プラスチックの再

商品化を開始。この時、製品プラを可燃とする

か否かで市と市民の間で激論が交わされた。市

民の分別負担軽減及び環境センターの負荷軽

減のため、容器包装以外のプラスチックを可燃

ごみと混合収集する案もあったが、検討の結果、

市はプラスチックの分別を継続・強化する路線

を選択した。これにより、平成 12 年の市民と

の約束を一部果たした。 

その後平成 21 年 3 月に、環境センター内に

ストックヤードが完成。これは容器包装プラの

ためのものだったが、結果的に不燃ごみ・製品

プラの選別にも大きく貢献した。それまで焼却

していた製品プラの再分別が可能となり、純度

の高いプラスチックは引取先の再生業者を開

拓し有価物として引渡すことが出来るように

なった。こうして、市民との約束はほぼ履行さ

れることとなった。平成 21 年度の埋立処分量

は23トンとなり、埋立ゼロへあと一歩である。 
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環境センターにおけるプラスチック処理

の概要 

同じ収集日に容リプラと不燃・製品プラを 2

回収集する。環境センターには月・火・水の週

3 回搬入され、不燃ごみと製品プラはストック

ヤードで選別されて搬出される。 

衣装ケースや洗濯かご等は軟質プラスチッ

ク（折り曲げても割れないもの）とし、埼玉県

白岡町の再生業者に買取ってもらっている。買

取られたプラスチックは医療用ペール缶、車の

泥除け・車内の黒いプラ部分・エンジンルーム

内の蛇腹ホースなどに再生される。 

CD・DVDやそのケース等は硬質プラスチッ

ク（折り曲げて割れるもの）とされ、杉並区の

再生業者が市まで取りに来て、有価で買取って

いる。買取られたプラスチックは CD、文房具

等に再生されている。 

 

＜質疑応答＞ 

市民Ａ：容リ以外のプラ製品を硬質と軟質に分

けて再利用を促す目的は何か。手間も費用もか

かる。吉岡先生の説明では再生加工した場合は

さほど分ける必要が無い印象だが。 

山田：混ぜて出した場合、お金を払って業者に

引取ってもらうことになる。完全に分別するこ

とで有価物として販売が出来る。PEと PPは

成分が似ており、車の部品に再生されるが、そ

れに PSが混入するとまずい。逆に PSに軟質

プラが混入するのも良くない。 

吉岡：後のマテリアルリサイクルを考えると軟

質と硬質で多少用途が異なる。成分は似ている

が、使い勝手・性能が異なるので、ある程度硬

質と軟質で分けた方が受け側でやり易いと考

えられる。同じ製品も、添加剤の違いで硬いも

のも柔らかいものもある。柔らかい製品として

用いたプラは硬い製品には再生できない。自治

体のやり方として、同種のプラであっても、種

類・成分ではなく、使い勝手の特性で分別を促

すやり方も有り得る。 

●容リプラとプラスチック類を 

一括回収後、選別 

 

山 崎 仁 氏 

（志木地区衛生組合企画業務課課長補佐） 

 

志木地区衛生組合の概要 

志木地区衛生組合は、志木市、新座市、富士

見市の 3市において、ごみの中間処理を目的と

した一部事務組合である。人口規模は、志木市

70,939人、新座市159,131人、富士見市107,001

人で合計337,071人（平成22年4月1日現在）。

役割分担は構成市が収集・運搬、組合が中間処

理を担当する。 

 

リサイクルプラザの概要 

平成 12 年 6 月容リ法の完全施行に合わせ、

資源プラスチックごみの分別処理施設として

リサイクルプラザの建設を開始。平成 13年 11

月には構成市で分別収集を始め、組合でも処理

施設の稼働を開始した。リサイクルプラザの竣

工は平成 14年 2月である。 

 リサイクルプラザでは、先ずパッカー車で収

集した資源プラスチックごみを受入ヤードに

降ろした後、受入ホッパから処理ラインに投入。

粗選別装置でボトル系とフィルム系のプラス

チックに分別後、手選別ラインで容器包装外と

不適合物を取除く。残ったプラスチックをベー

ルにする。ベールはストックヤードに保管され、

順次容リ協の定める再商品化事業所に引取ら

れる。リサイクルプラザでは、バグフィルタと

脱臭装置で、粉塵や臭気を処理し、公害防止と

作業環境の確保を図っている。 

 

市民の協力による分別、リサイクルプラ

ザでの選別 

組合におけるプラスチックごみの回収方法

には 2点特徴がある。一つは容器包装プラとそ

の他プラを区別せず一括回収すること、もう一
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つは、ごみ集積場では網袋（ネット）回収を行

っていることである。 

容器包装プラとそれ以外のプラの違いは市

民目線では分かり辛いため、市民にはプラの種

類よりも、きれいか否かに注力してもらってい

る。きれいなプラのみネットで一括回収し、燃

やすプラの量を削減している。ダイオキシンや

CO2問題、炉の延命化等から、極力プラスチッ

クは燃やさない方が良いと考える。 

市民へのお願いは「資源プラスチックごみは

きれいに洗うなどしてから出す」、「汚れたプラ

スチックは可燃ごみ等に出す」こと。分別回収

開始当初からこのルールでネット回収を続け

ている。市民は高い意識を持ち、きれいな「資

源プラスチックごみ」を分別排出している。 

 

容リ協の評価と資源プラスチックごみ処

理実績 

分かり易い分別ルール、ネット回収、市民・

構成市の高い意識に基づく徹底した分別、リサ

イクルプラザの適切な運用により、容リ協会の

品質調査で常に高い評価を得ている。平成 22

年度の評価結果は、汚れ・破袋度Ａ、容器包装

比率は 99.57％でＡであった。今後も高い品質

を維持していく努力が求められる。 

平成 21 年度、資源プラスチックごみの搬入

量 2,325トン、うち容器包装プラは 1,929トン

（83％）、容器包装外プラは 149トン（6.4％）、

不適合物等が 247 トン（10.6％）。容器包装外

プラは、21年度から有価物として売却している。 

 

＜質疑応答＞ 

目黒区民：転入者に対する意識をどのように高

めておられるのか。 

山崎：分別収集については 組合の構成市の担

当なので細かい説明は出来ないが、転入して来

た方には、パンフレットや市役所窓口で分別方

法を指導していると聞いている。 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ容器包装ﾘｻｲｸﾙ推進協議会：混合収集し

ている自治体では、通常あまり良い品質が得ら

れないが、志木地区衛生組合の場合、容器比率

等も高い品質を維持されている。ネット回収に

より排出段階で粗選別されることもあるが、選

別要員に対しては、どのようなマニュアルの導

入や指導を行っているのか。 

山崎：制度開始当初は、説明会や勉強会等を数

多く行い、運転者にも情報共有して指導したと

いう話だが、近年は運転している側も重々承知

している。作業場等には注意事項が掲示してあ

るが、特別なことは行っていない。 

(有)調布清掃：手選別ラインは 2系統とのこと

だが、一つのラインに何人作業員がいるか。 

山崎：2系統の粗選別装置後、それぞれボトル

系とフィルム系に分かれるので、全部で 4本に

なる。12～14名程度が配置についている。 

 

 

●コメンテーターより一言 

 

園 田 真 見 子 氏 

（循環型社会創り研究家） 

 

環境省、容リ協の委員をしている関係で、容

器包装については勉強する機会が多い。住居が

志木市であり、志木地区衛生組合で平成 12 年

からプラ分別が始まった時も、住民の立場で関

心を持って見てきた。 

プラをどう資源化・処理するかはまだ模索中

であり、議論しても混迷してしまう場面を見か

ける。今日の報告では、これまで語られなかっ

た具体的な内容が紹介されたので、非常に明確

になったと思う。プラスチックは課題が多く、

一般市民から見るとまだまだ分からない。例え

ば、材料リサイクルとケミカルリサイクルがあ

るが、後者は特によく分からない。「鉄鋼炉で

燃やされる＝焼却と同じでは」といったことが

口コミで伝播していると聞く。 

方針等が毎年変わるので説明し難いことも
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あり、一般市民の理解を得るには、公表の仕方

を工夫する必要がある。特に材料リサイクルの

場合、50％しか資源化されておらず、残りは熱

利用されていることも正直に伝えていく必要

がある。また、ケミカルリサイクルは焼却とは

違う。新日鐵では、プラスチックを油・ガス・

固形物の三態に戻し、材料リサイクルと同様に

日常品にも再生されると説明を受けた。その辺

りの情報もまだ浸透していないので、今後周知

していく必要がある。 

 

＜ディスカッション＞ 

佐久間：容リ法では分別収集後どうなるか分か

りにくいため、その辺りをきちんと説明してい

くのが課題ではないかと提示いただいた。容リ

法の分かり易さ／分かり難さは、一つのテーマ

としたい。もう一つ、どう分別を良くするかが

大変と報告いただいた。どの辺が分かり難いと

感じるか。 

市民Ｂ：分別表を見れば分かるが、同じプラで

も品数が多く、ぱっと見では分かり難い。 

横浜市民：どこまで洗えばいいのか。どんどん

洗って排水が増えるのでは矛盾するのではな

いか。燃えるごみに出したらどうなのか。 

市民Ｃ：容器であれ包装材であれ、スーパー・

コンビニのものは殆ど紙ラベルが貼ってある。

これは鋏で切るなど除去して出さなければい

けないのか。完全にプラスチックとして出さな

いと材料リサイクルの有効利用率が上がらな

いのではないかとの疑問がある。 

目黒区民：高齢者には分からないのが一つ。も

う一つは、地方によりルールが異なり、転入者

は、前はこうやっていたのに何故違うという点

が問題となる。 

平石：「さっと洗って汚れが落ちる程度のもの

は構わない」というのが基準。洗って落ちない

ものは「汚れ」と判断されるため、可燃ごみに

出すようお願いしている。ラベルは剥がさなく

てもいい。 

(有)調布清掃：今の話では汚れの度合いの判定

が難しいのでは。どこまで汚れが落ちたかを誰

がどう判断するのか。八王子市も 10 月から容

リプラの回収を始め、説明会では同様に「水で

流すだけで良い」という説明をしていた。また、

判断に迷った時は、プラに入れて良いと説明し

ていた。容リ協の立場として八王子市の見解は

どう思われるか。 

平石：一番大事な条件はベールに食品残渣がな

いことである。中間処理施設の選別ラインでも

異臭を発したり、虫が湧くこともある。最終工

程でも、洗わないと再商品化できない。また、

食品残渣があると塩素分が多くなり、製品利用

事業者も困る。後の工程を考えた場合、最初の

段階できれいなものを出し、汚れたものは燃え

るごみに出すのが一番良い。 

自治体職員：裕福な自治体ではないので容器包

装リサイクルは試みていない。乗り遅れたとい

うこともあるが、コストの問題があり、今の財

政難では容器包装の分別収集も施設整備もで

きない。今後は志木地区さん等の現状を、議員

にも知ってもらいたいと画策しているが、なか

なか難しい。バックアップ体制が無く、新たに

やりたくても出来ないので歯がゆい気持ちが

ある。 

また、プラマークが付いているのに「汚れた

ものは燃えるごみ」という周知は自治体として

も辛い。企業努力によって、これは燃えるごみ

だからプラマークは排除するといった発想を

検討いただきたい。 

富士見市：志木地区衛生組合の構成市だが、プ

ラスチック関係で問合せがあるのは、納豆の容

器も洗って出した方が良いかということ。パン

フレットでは可能な限り洗ってと説明してい

るが、最終的に洗うか可燃ごみで出すかの判断

は市民に委ねている。また、富士見市のルール

では、プラ表示があっても裏側がアルミコーテ

ィングされているものは可燃ごみである。 

転入者に対する説明は、富士見市環境施策推
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進市民会議等による啓発活動や集積所での指

導が功を奏していると思う。 

上越市民：平成 17 年頃から容器包装プラを分

けている。市の説明は「プラマークは分別」。

分かり難いものは、種類をリストアップした早

見表で分別・洗浄をしている。集積所では市の

スタッフがチェックし、分別が不徹底のものは

「回収できません」というラベルを貼っている。 

横浜市：横浜市は容リ協とは少し違った指導で、

悩んだら資源物として出してもらっている。こ

れは、市民に資源と資源にならないものを理解

してもらい分別していただき、資源物は出来る

だけ有効利用を推進するという考えに基づい

ている。現在３Ｒ推進月間として、スーパー店

頭でキャンペーンを実施したり、お祭りで現物

模型を展示するなど、市民との対話を図ってい

る。きれいかどうかよりも、先ずプラマークで

分けてもらっている。 

佐久間：プラマークがあるのにリサイクルに回

せないという判断を誰がどのようにするのか

という問題があるように感じる。 

山田：国立市は市民の３Ｒへの関心が高い。汚

れたプラは可燃ごみにと説明しているが、発表

するまでには市長から何度も質問された経緯

もある。市の役割は公衆衛生の観点から市民生

活を支えるのが第一義である。汚れたプラは長

期間家庭に置けないものとして現時点では燃

やすのが一番衛生的と考える。プラスチックと

して再生するか、可燃ごみとして環境衛生を保

全するかの問題で、汚れたプラは可燃ごみとし

ている。 

説明会は、参加した市民のレベルに合わせる

ようにしている。容リ法は、法律によって定め

られた特定容器包装かどうかが問題である。単

純に言えば材質ではなく、特定再商品化事業者

が料金を支払っているかどうかであり、判断が

つく訳がない。一番単純にはプラマークの有無

で説明するが、詳細に説明する場合、見分けの

つかないものについても言及する。例えば、家

庭で使ったラップは容器包装プラではないが、

蕎麦屋が使ったラップは容器包装プラになる。

これは容リ協が見ても判断が付かないため、き

れいであれば容器包装プラ、汚ければ可燃ごみ

と説明している。 

容リ協に伺いたいが、ポテトチップスの袋は

中身を食べ切った後、袋を逆さにして残りカス

を可燃ごみとし、袋の内側表面に残ったぬめり

はそのままで問題無いと説明しているが、この

認識で良いか。 

平石：程度の問題はあるが、国立市の説明で構

わない。全て洗わなければならない訳ではない。

ただし、納豆の容器は、認めている自治体と認

めていない自治体がある。水につけてしばらく

置けば簡単にぬめりは取れるのだが、それをや
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らないと悪臭の元になる。容リ協でも、汚れが

なければ納豆の容器は認めている。 

佐久間：志木地区衛生組合では、分別の工程で

出る不適物が 10.6％あるが、その中身は汚れた

ものが多いのか、それとも不適物か。 

山崎：お菓子の袋等で銀色のもの、容器でも紙

かプラかの区別がつき辛いもの、ペットボトル

等は不適物として取除いている。プラでも汚れ

ているもの、金属との複合物等を含め合計 10％

程度となる。 

佐久間：さっと洗ってではなく、カスをぱぱっ

と取り、最後の残りはよしとする程度の判断基

準になると分かり易い気がする。プラマークが

あることと、リサイクルできることとのギャッ

プはどう考えたらよいか。 

平石：プラマークは特定事業者に表示が義務付

けられているが、その場合再商品化の義務履行

がある。しかし、容リ品ではないのにプラだか

らプラマークを付ければ良いという安易な考

えで付けている場合がある。ベール品質調査に

おいても明らかに容器包装でないものが出る。

容リ協としては、プラマークが付いているかど

うかを最終的な判断としており、評価の点数が

良くなるような判断をしている。プラマークが

付いていれば資源という説明は、市民に対して

は良いが、特定事業者に対しては、やたらにプ

ラマークを付けるものではないと指導するよ

う国にお願いしている。 

吉岡：容リ法の元々の趣旨は何だったのかが重

要。環境保全や資源確保が目的だったはずが、

個別の処理方法が問題にされ、本来何を議論す

べきかが曖昧になっている。元々の趣旨からす

れば、容器包装に拘らず、プラスチック製品と

して家庭に入ってきたものをどう処理するか

を考える方が分かり易い。一般廃棄物・事業系

廃棄物・産業廃棄物等の区別でのお金の問題が

出てくるが、物として考えた場合、プラスチッ

クはプラスチックとして分別するのが恐らく

一番良い。どのぐらいきれいにするかは、リサ

イクルする側がどのような技術で分別・洗浄等

を行うかを追求すれば良く、市民を「どこまで

洗えばいいのか」悩ませたり、自治体がお金を

かけてきれいにするための施設を造るという

のは、少し考え方を変えた方が良いと個人的に

は思う。基本的にはプラスチックを資源として

どう有効利用するか、環境保全や未来にどう貢

献出来るかを考えなければいけない。法の見直

も含め、その辺の観点も入れるべき。 

佐久間：財政的に大変という自治体があったが、

リサイクルにより多少の支出は増えても敢え

て実施したのはなぜか。 

山田：国立市が加入する多摩川衛生組合の焼却

施設はダイオキシンが殆ど排出されない。また、

熱回収施設として 1.2km 離れた稲城市立病院
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へ温水供給している上、建築基準法上は発電所

として登録されていて、年間 1億円程度の売電

利益を得ている。熱回収される焼却ごみ分まで

資源化率に入れると資源化率が 100％になりプ

ラ資源化の意味がなくなるため、焼却ごみは資

源化率に含めていない。 

国立市では平成 20 年 7 月に容器包装プラの

再商品化に着手したが、市民からは有料化する

前に行政はまだやるべきことがあると指摘さ

れ、未だ家庭ごみの有料化には至っていない。

事業費としては、拠出金を 1000 万円もらって

いるものの、イニシャルコストに 1億円、ラン

ニングコストに 2000 万円しか支出しておらず、

容器包装プラのリサイクルを実施している市

町村の中ではかなり安いと思う。分別等に関し

ても行政側からすれば、経済的な誘導があれば

さらなる減量に繋がると思うが、市民の意見を

聞きながら進めているため、着手せざるをえな

い状況だった。 

山崎：リサイクルプラザの運転・管理には当然

コストはかかっているが、リサイクルプラザに

お金をかけたからといって焼却コストは下が

らない。長い目で見れば焼却炉の寿命は延びて

いるかもしれないが目に見えて計算できる訳

ではない。構成 3市では、コストをかけても法

の趣旨に則るのがベストだという結論に至っ

たと聞いている。 

佐久間：容リ法は、困っている自治体に得であ

れば乗ればいいという趣旨であり、全ての自治

体が実施しなければいけない法律ではないが、

「国が決めたから」という話は一部あるようだ。 

横浜市：G30のタイミングと一緒に法改正があ

り、資源として再利用できるものはなるべく資

源化するというルールに則って、平成 15 年に

容器包装プラの資源化・分別を始めたため、あ

まり深い理由は無い。 

佐久間：減量・資源化等を目的とした時に、実

施可能なメニューの中に容リ法があり、渡りに

船ということはあったのかもしれない。 

平石さんからは、材料リサイクルが重荷にな

っている、園田さんからは材料リサイクルはや

はり良い、ケミカルリサイクルは燃やしている

のではないかと思うところもあるのではとい

う話があった。これついて意見があれば。 

市民Ｄ：何故材料リサイクルの有効利用率が 5

割にとどまっているのか。やはり異物・汚れが

要因か。防止方策にはずっと取組んできたはず

だが何故解決しないのか。 

平石：材料リサイクルでは「再商品化率」が 50％

と言った。PE と PP の 2 種類以外は再商品化

の際、利用し難いという状況が背景にある。 

 PP や PE だけでは厚くなるが、日本はリデ

ュースが進み、薄くて軽くて食の安全に繋がる

バリア性を満たす素材となってきており、徐々

に多層構造・複合素材化が進んでいる。例えば

アルミ蒸着フィルムは再商品化されて循環す

るかというとそうではない。再商品化事業者で

選別しても半分は色々な材質が混じっており、

再商品化できない。したとしてもその後で利用

する事業者が価値を認めてくれない。結局そう

したものは残渣となり、再商品化事業者が処理

を義務付けられる。日本では、欧州のように単

一素材のものを集めず、何でもいいからプラス

チックを集めるというところから始まってい

る。現状では再商品化して使えるものが PPと

PE しかなく、材料リサイクル全体の半分程度

しかない。 

ただ、ケミカルリサイクルでは化学反応で分

解した形で使うので、手法によって違うが、再

商品化率が約 80％になる。 

佐久間：単品でリサイクルすべきものを混合し

ていることに問題があるという理解か。 

平石：取り掛かりにおける話なので、日本と欧

州との違いと理解いただきたい。 

吉岡：簡単に言うと不純物。日本では色々な種

類のプラスチックを集め、その中で、事業者は

欲しい部分（PP、PE等）は汚れていても洗っ

て使用するが、要らない物は使わない。そうし
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たものが色々なところに散らばっているので、

結局は 50％程度の資源化率になる。 

佐久間：自治体で選択されたリサイクル手法に

ついて、それぞれの自治体ではどうなったか。 

山田：国立市は、再商品化事業者が決まった際、

今年はどういうリサイクルになったか市議や

市民団体から聞かれる。平成 20・22 年度はガ

ス化溶融、平成 21 年度は材料リサイクルとな

った。市民には材料リサイクルの方が喜ばれる

が、行政側からするとガス化溶融の方が、何を

入れても安心ということで気が楽である。材料

リサイクル業者には、せっかく引渡すのだから

残渣にせず全て商品化して欲しいと思うので、

出す量が少なくなることはある。また、市民は

マテリアルを望む傾向があり、それに答えなけ

ればと思う部分もある。 

国立市の廃棄物・清掃条例では処理の優先順

位を、発生抑制、循環的な利用の促進（再使用、

再生利用[マテリアル、熱利用]）、適正処分の順

としている。市としては条例を適正に施行する

ために、マテリアルを目指さなければならない。 

山崎：市民との話については富士見市に報告い

ただいたとおり。組合の特徴はネット回収だが、

ネットに入れるため、市民は品質の良い物を入

れてくれる。再資源化については HP等で情報

公開し、事業者名、再商品化手法等を明らかに

している。どの手法だと市民が喜ぶといった話

は聞かないが、分別のレベルの高さや、意識は

高いと感じている。 

佐久間：マテリアルを優先したのは循環法等の

行きがかりかもしれない。少量のうちは良かっ

たが今は増量して困っているように見える。 

吉岡：ペットボトルは 99％以上と純度が高く、

材料リサイクルし易い。しかし、リサイクルさ

れたものが他の製品になる時は必ず他の物質

が入る。すると、次に同じように材料リサイク

ルが出来ない。純度の高いものは材料リサイク

ルでも良いが、恐らく一回か二回が限度。色々

なものが混ざったプラを材料リサイクルした

時に受け入れ先があるか。メーカーが材料を受

け入れるか、消費者が製品を受け入れるか。こ

こがマテリアルをどういう位置付けにするか

で議論になるところだと思う。 

佐久間：今回報告いただいた 2自治体は容器包

装以外もリサイクルしている。かなりチャレン

ジングな取組みと思ったが、なりゆきという事

情や、やったら意外と簡単だったということも

分かった。 

園田：志木地区衛生組合では、平成 12 年に始

めた時から、資源プラとして一括で出せた。市

民としては、環境省の容器包装プラの基準は悩

ましい（クリーニングの袋も CDケースも不可）

ので、非常にありがたい。また、ネット回収に

より、外から見られることと、先に出した人の

やり方を学習する効果もある。心理的に水分を

含むものは入れられなくなる。そうしたメリッ

トがある中、選別コストも低く抑えられている

と聞いている。 

国の制度として製品プラも一緒に集めると

なると課題は多いが、市民から見ると、家庭か

ら出るものは一つであって、容器包装かどうか

は考えないので、できれば一括の方が良い。容

リ法の枠組みではなく、家庭から出るプラスチ

ックとしてどんなものが出ているか等を再度

洗い出し、市民がどうしたら協力し易いか等を

検討し直していただけるとありがたい。国立と

志木の話を聞いたが、結果的に似たことをして

いても内容は凄く違うと感じた。転居した人が

迷うこともある。国レベルで統一的な検討をし

た方が良いのでは。 

世田谷区民：世田谷区ではプラは燃やしており、

区民としては簡単だが、それでいいのかと感じ

る。子供のおもちゃが沢山出るが、リサイクル

した方が良いのではないか。 

西東京市民：容リ法の定義に当てはまらないの

だろうが、クリーニングの袋がリサイクルでき

ないのは一般的に考えておかしい。ドイツ等で

行われている拡大生産者責任を取り入れた法
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律と、日本の容リ法との比較についてお話いた

だきたい。 

山田：国立市では、プラスチックを燃やすかど

うかで大激論があった。分別収集しても引取先

が見つかるまでは破砕機にかけて焼却してい

た。リサイクルは、元々の約束を守ったと考え

ていただきたい。容器包装プラを資源化して一

番良かったのは、容器包装プラを除くことで、

その他のごみについても分別が進んだことで

あり、市にとって大きな利点となっている。 

また、収集の方法も変えておらず、委託収集

料もない。国立市の場合は、出来あがっている

制度に対しどうコストパフォーマンスを上げ

ていくか努力した結果なので、やはり各市の考

え方かと思う。 

山崎：容器包装とそれ以外を一括回収するのは

市民としては凄く分かり易い。気を付けなけれ

ばいけないのは金属が入っていたり、汚れてい

るものは除くということだけである。かなり分

別出来ているので、結果から見ると良いと思う。

ただし、ランニングコストは決して安くは無い。

また、容器包装外のプラは平成 21 年度からは

有価で売却できているが、それ以前は平成 13

年からお金を払っていた。これが組合のやり

方・ポリシーであるということだった。 

佐久間：その他プラのリサイクルは試行錯誤の

段階で、こうした事例がいくつか集まって、仕

組み・制度に繋がっていくのだと思う。2 自治

体とも他に披露したいとのことなので、見学等

により中身を高めていければ良い。では最後に

全体の感想を。 

山崎：志木地区衛生組合では、ネット回収を一

生懸命やって、分別収集しているが、ネットは

地域で管理しなければならないという問題が

ある。今、高齢化が進んでおり、地方に行くと

限界集落ということも聞く。組合内でもそうし

た地域が出てきている。そうしたところできち

んと回収を維持していくにはどういった工夫

が必要か。単に廃棄物の話だけではなく、福祉

も含めて考えていかなければならないと思っ

ている。 

山田：国立市は財政難で、財政的な観点から家

庭ごみの有料化が語られてしまっているが、や

はり私達は循環型社会を目指しており、その中

で拡大生産者責任も推進している。容器包装も、

容リ協に市町村が引渡すのではなく、市民が直

接お店へ持っていこうというキャンペーンを

進めている。これは国立市に先駆けて日野市が

実施した「容器包装おかえしキャンペーン」を

真似て「国立エコプロジェクト」と銘打った。

スーパー等で資源物を回収しているように、循

環利用できるものに関しては、市民が自分達で

処理・処分し、行政を通さない方が税金も使わ

ず、循環型社会に向かうことをアピールしてい

る。先程、ドイツの EPR 法案と日本の容リ法

の何が違うのかというご質問が出ていたが、恐

らく、違いというのは、自治体に収集・運搬、

圧縮・梱包費用を押しつけているか否かである

と思う。「草の根 EPR」ということで、市民レ

ベルで何が出来るか考えると、お店に返せるも

のは返すなどがある。一方で行政の責任とは、

環境衛生面の保全の観点から市民生活を守る

ことである。最後に残る汚物等、行政でしか誰

もやらないことを行政責任として処理する、そ

うした世の中を目指している。 

平石：今日紹介した資料もヴァージョンアップ

して出前講座に臨みたい。容リ協は国の指定法

人であり、容リ制度にどうこう言う立場ではな

い。今日もそういう意味で現状を示した。協会

の HPでは全部網羅しているので、今後どうし

なければいけないかをご判断いただければ幸

いである。 

吉岡：大きな問題は、ごみ処理と比較されるこ

とだと思う。プラスチックは物の価値から言え

ば資源であり、それをどう利用していくか考え

るのが先ず 1 点ある。それから、「プラスチッ

クのリサイクル」に関する法律をどのように見

直すかを考えるべきである。容リ法の枠組みで
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は、A市でお金をかけて集めたものが他の自治

体にある企業が落札すると、利益が他の自治体

に行ってしまい、自分達のインセンティブとな

らない。そうした意味では、地域の中でどうい

うリサイクルができるかが重要で、その時にマ

テリアル・ケミカル・サーマルという優先順位

は、恐らく地域で異なる。近くに施設があるな

らそこに持っていけば良く、遠くまで運ぶ必要

はない。地域の中で循環させていく考えが必要

で、その時に今ある容リ法がどう絡むかを整理

し、自分達がどういった形でリサイクルに参加

していくのかを見えるようにしていけば分別

も含めてモチベーションも、収益も上がる。も

しコスト的に問題があれば原点に立ち返る必

要がある。 

園田：大きく見るとだんだん資源化が深まって

来ていると感じる。市民としては単なるうるさ

型市民ではなく、説明を聞いてはいと言うだけ

でもなく、再生現場でどうなのかまで知った上

で議論に参加していく姿勢が必要。志木地区衛

生組合が比較的うまくいったのは、スタート時

に再生先の現場を見て、しっかり話を聞いてき

たことが成功に繋がったと聞いている。自治体

にも再生現場に基づいた考え方をしていただ

きたいし、国レベルや容リ協の HP等で情報公

開・情報提供もしていただきたいが、市民側も

深めた見方をしていくことが必要だと思う。 

また、今日の議論には入ってこなかったが、リ

デュースについて、意外と知られていないが、

各企業が自社のプラスチック製品を出来るだ

け軽量化するなどの事例が出ており、企業も減

らす努力しているということを知ると、市民も

じゃあやろうという気持ちにもなるので、この

ような事例をもっと知らせて欲しいと思う。 

佐久間：まとめは、現場をよく見たり、地域で

色々考えたりといったことだったと思う。容リ

法という国の制度ができると、それに乗っかっ

て、ややもすると現場やその先が他人事になっ

てしまうのかもしれない。それをもう一度自分

達の手で一つ一つ確認したり、見直すことで、

吉岡先生がおっしゃったような地域での循環

圏というものもできるのかな、と思う。 
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第４分科会   アイディアいただき＜３Ｒ推進連携手法＞ 

 
 

 

話題提供者 小 宮 山 洋 平 氏 

 板橋区清掃リサイクル課 

      庄 司 佳 子 氏 

      ３Ｒリーダー交流会メンバー 

      岩 間 誠 氏 

      西濃環境 NPOネットワーク 

ファシリ  鬼 沢 良 子 氏 

テーター  NPO法人持続可能な社会を 

つくる元気ネット事務局長 

        

●清掃事務所職員による 

       手作り環境学習 

 

小 宮 山 洋 平 氏 
 （板橋区清掃リサイクル課） 

 

環境学習の実施体制と概要 

板橋区清掃リサイクル課・板橋東清掃事務

所・板橋西清掃事務所の 3所が連携し環境学習

を行っている。清掃事務所はごみを収集する仕

事に加え、ふれあい指導班という仕事があり、

集積所トラブルや排出指導、小学校・保育園な

どへの環境学習も実施している。これらを通じ

て、ごみ減量意識の普及啓発・分別意識の強化

を目指している。 

 小学校 4年生を対象とした環境学習では、ご

みの流れの講義や分別クイズ、積み込み体験を

実施し、保育園児に対しては、ごみについての

分かりやすい劇や積み込み体験を行っている。

保育園の取組は平成 16 年から始まった。きっ

かけは保育園長から清掃事務所へ相談があり、

当時は写真を使い紙芝居を実施した。紙芝居は

口コミで広がり、本格的な啓発を行うために平

成 18 年度から劇形式に変更。劇は職員独自の

アイディアで作られているので、東清掃事務所

はエコレンジャー、西清掃事務所はごみえモン

を使った３Ｒ劇を行っている。 

 

エコレンジャーとごみえモン 

 東清掃事務所のエコレンジャーは、清掃車に

乗っている 3 人が変身するという設定である。

ごみの看板の色に合わせ、可燃ごみが赤・不燃

ごみが青・資源ごみが緑のキャラクターで、悪

役に対し分別やリサイクルを教える内容にな

っている。ヘルメットなどの大道具・小道具は

ごみを再利用し、音響も手作りである。 

 西清掃事務所では毎年担当職員がストーリ

ーを作成。平成 19 年度は「集積所を荒らすカ

ラスと清掃職員」という題目の劇を行った。演

技はゆっくり・大げさにして、毎回異なるアド

リブを入れたり先生を巻き込んだりするなど

子どもが集中するような工夫をしている。また

「ごみえモン」という手作りの機械を使って資

源を投入したら何に生まれ変わるのかを伝え

ている。また、毎年「かたつむりの約束」を最

後に行っている。「かたづけ上手」、「たいせつ

に使おう」、「つかいきろう」、「むだにしない」、

「りさいくる」という意味である。 

 

環境学習の実績と今後 

 環境学習の実績は、小学校・保育園をあわせ

年間約 60件。内訳は小学校約 30件、保育園約

30 件である。区内には計 143 の小学校と保育

園があるので、その内の半分弱という計算にな

る。今後はふれあい指導業務のニーズの高まり

との兼ね合いや、未実施保育園や幼稚園への働

きかけが課題と考えている。子供への啓発を通

じ、20代・30代へ啓発効果も期待している。 
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●容器包装３Ｒ「リサイクルの基本」 

 家庭ごみを資源にする習慣づくり 

 

 庄 司 佳 子 氏 

 （３Ｒリーダー交流会メンバー） 

 

３Ｒリーダー交流会の取組み 

 ３Ｒリーダー交流会とは、３Ｒ推進団体連絡

会の呼びかけで、関東近県の消費者活動団体か

ら 10 名前後が集まり、事業者と消費者の連携

を活かした取組を検討することを目的に生ま

れた。1 年目は連絡会と消費者団体の取組を相

互に理解する年となった。2 年目には疑問点や

課題の抽出をし、情報整理とともに、まとまっ

た情報についてはガイドブックを作ることと

した。3 年目の今年には見学会やワーキングル

ープによって「リサイクルの基本」というパン

フレットが完成した。 

 

リサイクルを阻害するもの 

 検討の過程で、リサイクルを阻害するものを

分析した。1 つは、なぜリサイクルが必要なの

か市民に理解できる情報が届いていないとい

う問題がある。事業者は情報を出しているとい

うが、届いていなかったり、情報の新旧の判断

もできていない。また、法律を用いた説明に対

する拒否感やリサイクルマークなどが分かり

づらく、なぜリサイクルが必要なのかが理解し

にくい状態である。また、リサイクルのために

何が必要か分からない可能性がある。新しい情

報にアクセスできない市民も多いのが課題。そ

の他にも、リサイクルのために必要な行動とは

何か、どのようにリサイクルされているか、異

物が入るとどうなるかの情報が無いことがリ

サイクル意識を低くしている。背景には、自治

体によって収集方法が異なるため、リサイクル

に関する知識と実際の収集が結びついていな

いという問題がある。また最新の情報が３Ｒ推

進委員などにも届いておらず、自治体には踏み

込んだ説明が求められている。更に、分別を進

めるためや、意識付けるための情報発信が必要

である。市民が考える「なぜ」を解決し、どの

ように分けたらいいのかが分かれば納得して

協力を得ることができる。 

 

「リサイクルの基本」の工夫点と今後 

 「リサイクルの基本」では、実際に様々な自

治体や町会等で活用できるものを目指した。基

本情報は受け手の状況に合わせ、リサイクルを

実際に行うための基本情報と、もっと詳しく理

解するための情報に分けている。さらに知りた

い人用にはリサイクルフローや最新情報を網

羅した URLを掲載した。 

 今後に向け、市民・事業者・自治体がもっと

話合う場が必要である。お互いの取組を知って

みることから始めるとよい。また、市民がいか

に新しい情報を得ていくか、伝えていくか、そ

してワークショップや見学会、言葉や図での説

明なども重要であることが分かった。 

 

 

●エコライフを推進し環境行動を広

げよう ～行政・企業・NPO・住民

の協働～ 

 

岩 間 誠 氏 
（西濃環境 NPOネットワーク、 

ぎふ・エコライフ推進プロジェクト実行委員会事務局長） 

 

いびがわミズみずエコステーション設立 

 平成 4年から活動を開始し、スローガンは「人

に優しく川に優しく」「きれいなまちを次の世

代へ」「緑の地球を子どもたちへ」の 3 つであ

る。これらを通じて持続可能な循環型社会の構

築を目指している。前身は日本のどまんなか＜

いびがわ＞ミズみずフェスタ実行委員会であ

り、ウォーターラリーや全国利き水大会などを

実施した他、牛乳パック回収や地元の川に木炭
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浄化システムを設置する事

業等を行った。家庭や給食セ

ンターからの天ぷら油を利

用して天然石鹸作りも行っ

ている。 

平成 13年に、実行委員会

を発展的に解散し、NPO 法

人いびがわミズみずエコス

テーションを設立した。エコ

ステーションは、環境の駅の管理・運営、堆肥

化ステーションの運営、ネットワークの構築・

協働事業、エコライフ推進プロジェクトの 4つ

を大きな柱としている。事務所は街中の新聞店

を借り、環境の駅として立ち上げた。飲料缶や

ペットボトルの回収を行う機械を整備し、持ち

込んだ住民には様々な店舗の協力を得てラッ

キーチケットを発行し、地域の商店街の顧客開

拓も進めた。現在は管理運営を行政が行ってい

る。また、堆肥化ステーションでは、家庭の生

ごみを毎週火・木・土の午後 3時～5時に回収

しており、2 回の持参でラッキーチケットを発

行している。できた堆肥は土の素として活用し、

野菜作りに活かしている。他にも、ミズみずセ

ミナーとして子供や一般向けの体験型事業を

実施したり、子供が作成した環境ポスターをパ

ッカー車に掲示したり、資源回収や打ち水作戦

も実施している。 

 

活動の広がり 

エコステーションが活躍する中、いび NPO

法人連絡協議会が平成 17 年に設立された。協

議会には揖斐郡 3 町の 18 団体が参加し、毎月

第 2土曜にいび地域環境塾を開催している。そ

の他に、揖斐川流域クリーン大作戦を共催して

いる。更に活動を拡大するため、平成 18 年に

は 2市 9町の環境NPO25団体で構成する西濃

環境 NPO ネットワークを設立した。主な事業

は、ぎふエコライフ推進プロジェクトという。

平成 19 年度のスタート当初は西濃地域のレジ

袋削減プロジェクトから開始した。店舗でレジ

袋を断ったら 1ポイント、100ポイントで植樹

ができるもので、これにより岐阜県全域のレジ

袋有料化が達成された。 

翌年からはマイ箸・マイバッグ・マイパッ

ク・環境行動に参加した際にもポイントが獲得

できる形とした。ポイントの利用方法も植樹だ

けではなく、エコグッズとの交換を推進。エコ

ライフ推進プロジェクトは 83 団体となった。

20 年度には総菜をマイパックにつめる実証実

験を開始。翌 21 年度には、ぎふ・エコライフ

推進プロジェクトとして、西濃・岐阜地域の 116

団体で活動、HP 開設やマスコミなどにも取り

上げられるようになった。21年度の環境行動は

3万人を超え、今年 2月からは大垣市の店舗で

揚げ物バイキング・マイパック持参制度を開始

した。また、フェアトレード商品を扱う店もタ

ーゲットにしている。3 年間の活動で、3,608

本の植樹を行った。 

 

ＮＰＯの強みと今後 

行政主体だと自分の枠を超えられないが、

NPO だと超えることができる。また、レジ袋

の有料化に反対する業界もごみ減量目的で参

加するなど、NPO が主導し業界・企業・行政

が連携・協力する全国初のモデル事業である。

今後の展開としては、地域を広げていく点と、

ドギーバッグの協力店やマイ箸の普及の他、ア

ースデイ・いびがわの開催などである。アース

デイ・いびがわでは、県産食材でお茶漬け選手
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権を開催しメディアからも注目を浴びた。今後

もこうした活動を進めることでさらに枠を広

げていきたいと考えている。 

 

 

＜ディスカッション＞ 

鬼沢：分かりやすい伝わる情報とは何か、市

民・行政・事業者が連携するミソは何か、行動

に移すにはどうしたらいいかを論点としてい

きたい。まずは板橋区から、先ほどの発表に付

け足すことがあれば発言を頂きたい。 

小宮山：行政から市民・子供への情報提供がポ

イントである。 

鬼沢：保育園で実施することで家庭への波及効

果が見込める。3 年間活動してきているが、反

響などが寄せられているか。 

小宮山：地区の祭りなどで啓発を行うが、その

際、子供から教えてもらっていると保護者から

聞くことがある。 

鬼沢：職員が子供に情報提供することで、職員

のスキルアップに繋がったのではないか。 

宮本：ごみの啓発は写真を使った紙芝居から始

めたが、要望を受けて芝居形式とした。芝居の

経験がないので休憩時間などに練習をした結

果、子供の反響もよく、仕事にハリが出ている。 

伊藤：今年度は区立中学校 2校で環境教育を行

ったが、真剣に聞いてもらえた。保育園では毎

年同じ劇ができないので、苦労しながら新たな

ことに挑戦している。 

宮澤：楽しみながら勉強できる工夫をしている。

「かたつむりの約束」については浸透しつつあ

り、やりがいに繋がっている。 

鬼沢：保育園児に内容を伝えるということは一

番分かりやすい情報を伝えることである。地域

の場合はどのような点を工夫したか。 

岩間：それぞれの地域で NPOが活躍している。

事業を行う際は、それぞれの NPOが 1軒 1軒

お店を回った。実行委員会メンバーが活動でき

るときに無理なく取組むことで、活動が広まっ

ている。また、子供の役割も大きい。私たちは

植樹活動を行っているが、子供がポイントを集

め、植樹をするので親にも伝わっている。 

鬼沢：受け取った情報を行動に移すことが重要

である。庄司氏と私は 3年間、３Ｒリーダー交

流会で議論したが、当初は 10 人の参加者間で

情報がバラバラだった印象があるがどうか。 

庄司：取組む対象や立場が異なっていた。最初

は、環境に良いことを目指して、新しい情報を

得たいという気持ちで参加したと思う。2 年目

になって信頼関係が生まれる中で、解決策をど

うしたらいいかという話合いになってきた。 

鬼沢：自治体によってごみの出し方が異なるた

め、３Ｒリーダー間でも認識にばらつきがある

中での企業からの情報提供だった。そのことか

ら考えると、自治体から情報提供

しても、基本が分かっている市民

対象、分かっていない市民対象で

は情報の出し方が異なるのでは

ないか。 

小宮山：子供対象の環境学習では

ごみとは何かの基本から話して

いる。ごみを出すのは自分たち自

身であるという「発見」を伝えて

いる。地域の方々に対しては、分

別の仕方や資源として利用され
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る方法を伝えている。 

鬼沢：子供は正直で、見ていて分からなければ

集中力がなくなる。小さな子供に伝えようとす

る中で、伝わる言葉を考えるようになったと思

う。このことが地域の人に伝えるヒントになっ

たのではないか。 

宮本：子供に情報が伝わらないので、劇を用い

て教えることにした。これにより子供から親へ

情報が伝わったり、保育園同士の横展開も見ら

れた。 

鬼沢：情報が横にも繋がるといったが、地域は

情報が横に伝わるものである。NPO から発信

する情報と同じ情報が行政からも発信された

から、地域で活動が広がったと思うが具体例は

ないか。 

岩間：20市町それぞれの NPOから行政に話を

し、広報誌やケーブルテレビに掲載いただいて

いる。また、地元の新聞も積極的に利用してい

る。行政は毎年森林関係で植樹の予算を持って

いる。行政が組んでいる予算と自分たちのプロ

ジェクトとの連携・協働により、行政側の負担

も軽減している。うまく協働することで新たな

予算組みが不要な事業を行うことができる。 

鬼沢：市民がどんな情報が分からないかを掴む

ことが重要である。そこから情報発信しなけれ

ば、届かない情報となる。 

庄司：情報を出す側としては一生懸命出してい

るが、受け取る側が存在を知らないという状況

がある。地元で行うワークショップの際には、

いろいろな主体に参加を求めている。自治体に

対しても企画と現場の両方の職員に来てもら

っている。情報がきちんと伝わっているか、情

報を出す側も不安に思っている。 

鬼沢：情報を発信・受信するが、受ける側にと

ってどうだったかを聞くチャンスがあまりな

い。板橋区では先生同士の横の連携があるとの

ことだが、先生からの反応はどうか。 

小宮山：環境学習の感想を報告書としてもらい、

その中でもっとこのようにしたらいいという

アドバイスや意見を頂いている。 

鬼沢：岐阜ではもっとこうした方がわかりやす

いという住民からの意見を聞くことがあるか。 

岩間：お総菜バイキングの実証実験を行った際

は、大きな容器と小さな容器の 2つを用意した。

容器の中に間仕切りが欲しいという意見があ

ったため、現在は間仕切り付のものを使ってい

る。キャンペーンを行うことで消費者の声を聞

き、次の活動を進化させている。 

鬼沢：住民の声を聞き、次の展開を考えること

で活動が拡大していると考えられる。一律に情

報を伝えるよりも、ターゲットを絞った形で伝

える方が広がるという印象を受けた。 

庄司：「リサイクルの基本」では、ごみを出す

だけの人には「ガイドライン 1」、リーダーには

「ガイドライン 2」という形で差別化して情報

をまとめた。新しい情報を一律に流すのは難し

いので、ポイントを絞った方がよい。 

鬼沢：岐阜ではリーダーの口コミで情報を伝え

ている。リーダー向けの情報発信で工夫したこ

とはあるか。 

岩間：情報を共有することが重要。メンバー全

体のメールの他、コアメンバーだけのメールを

立ち上げている。メンバーは多忙であり、実際

に会議ができるのが月１回なので、メーリング

リストで議論を行っている、 

鬼沢：板橋区では、地域リーダーへの情報発信

をどのように行っているか。 

小宮山：リサイクル推進委員が地域リーダーだ

が、今年度から地域ごとの研修会を行っている。

各地域の推進委員から町会への波及を期待し

ているが、実態把握が課題である。 

鬼沢：岐阜の場合、行政からの情報発信で良い

点・悪い点があれば教えてもらいたい。 

岩間：行政は行政域を超えることができない。

NPO 側が近隣市の例を伝え前例替わりとして

いる。私自身が揖斐川町役場の税務課職員であ

る。行政マンとして街づくりのプロとしてやる

部分と、一市民として住民とともに行うことの
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バランス感覚を持つことで新たな形が生み出

されるのではないか。各地域のキーマンと連

携・協働を図ることや、企業の CSR との連携

などで新たな形が生まれる。 

鬼沢：前例作りも、提案出しも市民ができる。

市民だけではできないことも、自治体と連携す

ると効果があったり早く進む。３Ｒリーダー交

流会では、企業と意見交換をしてきたが、3 年

間を経て、情報共有の部分で企業側が変わって

きた点は何か。 

庄司：「市民が情報をどう感じるか」という視

点が出てきたと感じる。受け止め手のことを考

えて情報を発信し始めた。 

飲料用紙容器リサイクル協議会：「リサイクル

の基本」は全自治体に各 2部送付し、300通ほ

どアンケートも回収した。8 割程度から評価さ

れている。事業者としては情報発信しているが、

伝わっていない盲点が多くあり、学ぶことが多

かった。自治体からは、市民の一人一人に配れ

る程度に分かりやすくなっているとよいとの

意見があった。初歩的な情報提供については今

後の課題としたい。 

段ボールリサイクル協議会：参加する中で事業

者の立場と市民の立場の違いを改めて認識し

た。目に見える成果物を出すため「リサイクル

の基本」が生まれた。 

鬼沢：今日は自治体関係者が多いが、地域への

情報発信で苦労している点や市民の意見を聞

くチャンスがないなどあったら発言頂きたい。

企業の立場からも、消費者と意見のやり取りな

どで気に掛けていることなどあったら教えて

欲しい。 

エコサポート：連携の結果は、win－win 関係

がどのようなボリュームやベクトルで出てく

るかということだが、岐阜では事業者とNPO、

市民団体、自治体でどのような関係ができてい

るのか。アウトプットを出しているが、ファン

ドをどうしているのかについてもお聞きした

い。また、商工会や商店街連合会との連携は進

めているか。 

岩間：100 ポイント貯まり実際にカードを郵

送・持参する中で、かなりの方が寄付を選択し

ている。エコグッズは小規模授産所で作り、自

立支援に役立てている。他のエコグッズもそれ

ぞれ NPO が取組んでいる。商工会議所は、エ

リア毎に温度差がある。ある町では商工会に加

盟している全店舗が参加していたり、後援団体

となっている場合もある。エコライフ推進プロ

ジェクトについては、環境省の容器包装リサイ

クル３Ｒ推進モデル事業としてスタートし、助

成を受け 3年間実施した。現在は企業との連携

の中で行っている。岐阜県は全県でレジ袋有料

化を進めており、91.5％が辞退している。8.5％

の購入者は、その代金を NPO に寄付いただく

形としている。 

鬼沢：保育園の先生が環境教育をしてほしいと

言ったことがすばらしいが、どのような経緯だ

ったのか。 

宮本：区の職員が子供を保育園に預けたことが

きっかけとなった。ごみ収集中に子供から声を

掛けられることもある。 

鬼沢：３Ｒリーダー交流会や団体での活動の中

で、役に立った点は何か。 

庄司：相手を知ることが一番重要である。知る

ために一番いいのは見学であると感じた。見学

会を経た中で出た意見には事業者も耳を傾け

てくれた。 

鬼沢：岐阜では、地域の方が変わる実感はあっ

たか。 

岩間：自分のライフスタイルの中で取組めるこ

とをやってもらおうと、レジ袋有料化をきっか

けとした。マイ箸運動は、まだ 10％に過ぎない。

マイ箸やドギーバッグなど、実生活で簡単に行

えることを呼びかけていきたい。 

鬼沢：毎日の生活の中ですぐ取組め、楽しかっ

たりメリットが見えることだといい。３Ｒリー

ダー交流会に参加する前と後で自身の情報発

信に大きな違いはあるか。 
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庄司：情報を伝えるにはシンプルがベストであ

るということ、1回に 3つ以上のことを言わな

いこと、相手の反応を見ながら伝える姿勢が重

要であることを学んだ。また、相互理解には時

間が必要ということも知った。 

鬼沢：良い情報でも多すぎたり、丁寧すぎたり、

難しい言葉があるとなかなか伝わらない。シン

プルなもの、簡単な言葉、情報を詰め込みすぎ

ていないものが伝わるのではないか。板橋区や

岐阜では 3年間事業を継続し、成果や、お互い

の変化、自分の中の変化が分かる。板橋区では

今後どのような展開を考えているか。 

小宮山：保育園だけではなく、幼稚園に対して

も手を広げていきたい。なお、分かりやすい情

報が大人にも良いという話があったが、保育園

児に環境対策を尋ねると結構知っているので、

大人と子供に知識の差がないのではないか。子

供から大人へ教えることもある。 

鬼沢：岐阜では、子供を軸として変わってきた

ことなどはないか。 

岩間：池田中学校は、生徒会がエコライフ推進

プロジェクトに登録している。クリーン作戦や

環境講演会などの環境行動に参加した場合、1

ポイントを与えているが、スタンプ印は校長に

渡しており、学校の判断でポイントを発行して

いる。集まったポイントで、徳山ダム上流に実

のなる木を植える活動に繋げている。環境活動

は自らの実生活の中で行うものという感覚が

できるとよい。 

鬼沢：自治体や事業者との連携に関する課題は。 

庄司：事業者は CSR に目が向いているが、市

民団体に対する抵抗感が無いわけではない。見

学など付き合いのきっかけを作って、繋がるこ

とでしか対応できないのではないか。自治体と

の関係では、他市の良い所を導入しない例が多

いことが課題である。 

小宮山：日々のふれあい指導が煩雑になってい

く中で、行政の力だけで分別方法を広げるのに

は限界がある。地域のキーマンとの連携が必要

ではないか。 

岩間：行政は、前年踏襲という形が根付いてい

る。前例が無いことはやらないという意識をど

う打ち破るかが 1つ。行政も財政改革を進めて

いるが、行政だけで行うことに対する限界を感

じている。企業や市民、NPO といかに連携・

協働していくかは行政側も模索している。NPO

側から言えば、ヒト・モノ・カネが揃わないと

活動の展開が難しい。そうしたものを確保する

ためにどうするかが課題である。 

鬼沢：市民・NPO からどのような提案があれ

ばよいと考えるか。 

庄司：川崎市では川崎コンパクトとして、事業

者と市民がそれぞれ活動を行っている。将来的

には連携事例を作っていくことを計画しセミ
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ナーを開催している。お題となるテーブルがあ

ると実施しやすい。 

鬼沢：実際に動いた方が連携は早いのでは。 

岩間：プロジェクト立上げ時はレジ袋に注目が

集まった時期である。レジ袋削減に関心があっ

たため、環境省のホームページでモデル事業を

見つけ、1 年間実施し、土台作りが進んだ。そ

れぞれの思いを共有することで新たな発想が

生まれてプロジェクトにつながる。 

鬼沢：地域にキーマンがいるから実現したと思

うが、そうした人々が出会うことが重要である。

地域で出会うチャンスはあるか。 

岩間：私が所属する揖斐川町役場は 300人程度

の職員がいるが、うち 20 人程度が市民として

NPOに参加している。1市民として関わる若い

世代も多い。行政内部も活性化している。若い

世代の発想で物事が一度動くと、どんどんいい

発想が出てくる。 

鬼沢：若い人は頭が柔らかく行動が早いので対

象として良いのではないか。 

庄司：小さな子供を持つ若い世代は子供や社会

から情報を得る力を持っている。 

鬼沢：子育てが終了した年代を対象に考えるこ

とが多いが、若い人を巻き込むことで地域での

新しい広がりが見えてくるのではないか。最後

に全員から、一言ずつ発信してほしい。 

逗子市：環境に熱心に取組む方と、メリットを

感じない方に分れる。こうした方を巻き込むよ

うなプラスαを加えることが良いということ

がわかり参考になった。 

大野城市：ごみ減量の施策を打ち出しているが

市の末端まで広がっていないという限界があ

る。市民の意見を取入れたり、市民と一緒に行

うことで施策に広がりがでる。 

大阪市：大阪市も小学４年生に体験学習を実施

している。板橋区の例を見て、保育園・小学校・

中学校で継続した環境学習の取組みが重要と

いうことを学んだ。 

上尾市：75歳以上の単身者や保育園などに啓発

を行っている。上尾市では紙芝居で実施したが、

分かりやすいこと、1つでも 2つでも家に帰っ

てできることを伝えていきたい。 

タケモトＡ：各家庭では男性のごみの出し方に

改善の余地があるのではないか。 

タケモトＢ：継続して推進プロジェクトを行う

ことが重要と感じた。ごみの扱いは自治体ごと

に違うが、統一した大きな柱を設けることが大

切と感じた。 

中央科学：企業としては目的を決めて実現して

いくことを実施している。事業活動としてこれ

からどのように取組んでいくか絞り込んでい

く必要がある。 

横浜市：横浜にも清掃事務所があるが、現場の

方が見せ方がうまい。そうした方々が力を発揮

する場が必要である。 

京都市ごみ減量推進会議：大都市ほど前例踏襲

が目立つ。市民の声を聞いて、施策に生かして

いくことが必要である。市民に分かりやすい情

報を事業者も提供できるとよい。 

豊島区：情報発信については今後の課題である

ので、本日の議論を活かしていきたい。 

文京区：「リサイクルの基本」のリーフレット

について、町会などで今後活用していきたい。

事業者から多くの情報が寄せられるが、まとま

ったものを区民に伝える努力もしたい。 

プラスチック容器包装リサイクル推進協議

会：企画広報を担当しており、情報発信に頭を

悩ませている。今日はアイディアを数多く得る

ことができ、今後に活かしたい。 

紙製容器包装リサイクル推進協議会：成果が出

るまでに苦労があったと感じた。できる限り協

力をしていきたい。 

足利市：市民との協働の委員会に時間外で参加

したが、市民からは行政への要望が多かった。

NPO 等の団体を育てるのも行政の仕事ではな

いかと考えた。 

川口市：啓発を担当している。色々な情報をて

んこ盛りにしているのではないかという点に
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気づかされた。市民にとって分かりやすい内容

に変えていきたい。 

鳩ヶ谷市：今年からごみ分別の研修会を実施し、

各自治会に赴いて 15～30 分情報提供を行って

いる。研修を行って質問に答えるというのが一

番分かりやすい。 

凸版印刷：相手の立場に立った情報発信の重要

性を再認識した。また、何のための情報発信か

ということを常に考える必要があると感じた。 

日本容器包装リサイクル協会：やりがいを持っ

て取組みを行う事例を知って勉強になった。普

及啓発に課題を感じているので、持ち帰って検

討したい。 

坂戸市：異動後手に取った「リサイクルの基本」

が分かりやすいと感じていた。板橋区を参考に、

環境学習について、小学生・中学生を対象に実

施していきたい。 

埼玉県生活協同組合連合会：生協でもリサイク

ルを行っているが、板橋区のような分かりやす

い取組みはなかなかできないのでとてもよい

ヒントとなった。 

荒川区：環境学習を担当しているので、親から

子へだけではなく、子から親へという逆方向の

手段も有効な手段であることを感じた。 

段ボールリサイクル協議会：色々お話を聞く中

で、消費者団体で

も啓発に悩みを

抱えていること

を知った。シンプ

ルなものが良い

という中に解決

方法があるので

はないか。 

川口市エコリサ

イクル推進委員

会：1 市民として

も何か行動しな

ければならない

と感じた。地域で分別に迷うものを整理して次

のステップに持っていきたい。 

船橋市：今後の参考にしたい。 

鬼沢：最後に一言ずつ今後に向けてのコメント

をお願いしたい。 

宮澤：小学校で環境教育を行ったところ、テレ

ビや本、インターネットの情報より、現場の情

報が必要とされていた。今後も環境学習を継続

していきたい。 

伊藤：まだまだ PR活動が足りないので、色々

と考えながら取組んでいきたい。 

宮本：情報の共有や連携の大切さを知った。区

民からの苦情等にチャンスが無限にあると感

じた。ふれあいを信念として取組んでいきたい。 

小宮山：行政職員も多くの情報の中で受け取れ

ていない部分がある。今回のことを今後の糧に

していきたい。 

庄司：「リサイクルの基本」をまとめたが、汚

れ・臭いなどの具体的なところは伝わり辛い。

行政や市民が手を組んで進めていくことが重

要である。 

岩間：継続することに意義があるので今後も続

けていきたい。 
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各分科会からの報告と質疑応答 

 

司    会  山 本 耕 平 

       ㈱ダイナックス都市環境研究所 

第１分科会   岩 本 一 星 氏 

        埼玉大学 

        石 井 節 氏 

日本容器包装リサイクル協会 

第２分科会   山 谷 修 作 氏 

        東洋大学 

第３分科会   佐 久 間 信 一 

       ㈱ダイナックス都市環境研究所 

        園 田 真 見 子 氏 

        循環型社会創り研究家 

第４分科会  鬼 沢 良 子 氏 

NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット 

 

■第１分科会：容リ法をよりよい 

制度にするためには？ 

 

岩本 議論の前に３Ｒ推進団体連絡会の酒巻氏

から、今年開始した容器包装３Ｒ制度研究会の第

1回目で議論された論点の紹介として、容リ法制

度の課題、リサイクル手法の再検討、3者それぞ

れの責任、その他という 4項目の紹介があった。

これをきっかけとして、4グループでフリーディ

スカッションをスタートした。 

議論の内容を簡単に紹介すると、まずグループＡ

では分別ルール統一の必要性、容器包装の定義・

表示の問題、多様な収集方法検討の必要性、収集

コストのミニマム化の検討、３Ｒの優先順位とい

った問題提起があった。そして、情報公開の必要

性、主体間連携、例えば事業者と行政の間の連携

がどうも一方通行で不十分じゃないかという指

摘もあった。グループＢでは、最初に現状の課題

が大きく 4つほど挙げられた。①分別方法、②容

リ法成立後、ごみ量が実際に減っているか検証が

必要、③負担のあり方、④連携のあり方について

議論した。特にその中で、①についてずいぶん議

論されている。プラスチックについて、お年寄り

にも分かりやすい分別方法の表示の仕方を工夫

すべき、それから分別の目的、分別後の行方につ

いての説明が行政はもっと必要ではという意見

があった。④連携のあり方については、製品を作

る段階から消費者が参加できる方策を模索すべ

きという議論もあった。グループＣでは、プラス

チックはエネルギーリカバリーだけでいいのか、

３Ｒ、特にリデュース、リユースのいわゆる２Ｒ

が意外に市民へ浸透していないためどう普及す

べきかが問題ということ。またプラスチックは、

国内リサイクルを重視すべきか、現在の容リ法は

もう限界で、国内での資源利用が大事なので、国

外排出は止めるべきといった話がずいぶんあっ

た。最後のグループＤは、容リ法の改正、よりよ

い制度に向けてどうすべきか、①法制度の見直し

の必要性、②リサイクル手法の整理の必要性、③

全体会まとめ 
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コスト負担の明確化、④リデュース、リユースの

普及、といった指摘があった。特に資源としての

国内循環、あるいは国外排出をどう仕分るべきか

という議論もずいぶん行われた。各グループでは

最終的に具体的な解決方法が見えないこともあ

り、フリーディスカッションという形で終了した。 

 

石井 全体としてはやはり今の容リ法の課題は、

主体間でそんなに違うわけではない。今日は特定

事業者、行政、市民が議論したが、大体皆同じ課

題を感じているのかなと思う。これは我々が指定

法人として日々業務の中でも感じていることで、

特に分別収集のあり方、表示の問題も含め、それ

からプラの再商品化のあり方、国際循環、特に

PET の流出、この辺が共通課題として非常に強

く感じているのではないか。 

これらについては同時に、国も課題として感じ

ており、既にプラは資源化についても議論されて

いる。しかしなかなか良い解決策が見いだせない。

次の容リ法見直しの中でも当然、論点として上が

ってくるだろう。ではどうすればいいか、なかな

か合意が得られるところまでいかない状態が数

年続いているのが実態ではないか。 

今日はコメンテーターの私見として、今の容リ

法について 2点ほど申し上げます。1つは、基本

的に今の容リ法は性善説で出来ている法律であ

ること。例えば特定事業者は再商品化義務を負い、

義務を履行しないと罰金もある。ただ、自分の会

社が特定事業者なのかどうかは自己判断となる。

自己判断し義務を果たすとなった時、容リ協会に

再商品化委託をするが、その時の委託料金も自分

で計算する。要するに全て事業者が自己判断で社

会的責任を果たすということが基本理念である。

これは市町村にも言え、PET の流出について、

市町村は分別収集し、容リ協会に渡さなければい

けない義務はない。改正容リ法で、指定法人への

円滑な引き渡し、が基本方針として述べられては

いるが、特に政令、省令が出ているわけでもなく、

罰則もない。市町村が国益、あるいは日本の環境

のため、独自の考えで処理するか、指定法人に引

き渡すかの判断は任されている。性善説で出来た

法律が、今後もこのままで成り立つのか、限界を

少し感じている。 

もう 1つは、容リ法がこれから向かっていく方向

がどうもよく見えないこと。容リ法はここに向か

っていくべきという議論がされる場も無く、方向

も 1つにまとまっているわけではない。容リ法の

そもそもの目的は最終処分量の削減で、その意味

では 10年前から半減しており、今後はゼロエミ

ッションまでやるのか、半減の次のステージは何

かを考えるべきなのか、例えば容リ法はごみ問題

として考えればいいのか、循環型社会のことだけ

考えればいいのか、もっと大きく言えば、持続可

能な社会・低炭素社会・自然共生社会に対して容

リ法は貢献できるのか、何を貢献するのか、この

辺のビジョンが今一つ見えてこない。個別課題が

色々あることは重々理解できるが、もっと大きな

目で見た時、容リ法のビジョンを一体どうすべき

か、見直すべきか、あくまで最終処分量の削減を

目指すのかを、この辺の議論を次の容リ法改正で

することで、もう少し個々の問題解決にも最終的

には繋がっていくのではと感じている。 

 

■第２分科会： 

容器包装のリデュースとごみ有料化 

 

山谷 資源物有料化の意義として、①プラスチッ

ク等資源そのものの減量、②処理コスト負担の適

正化をはかる、③事業者にも一定の役割を担って

もらうため店頭回収への流れを作る、といった 3

つの意義があるのではないか。この点については

分科会でも概ね合意が得られたという印象を受

けた。実際の有料化による資源物の減量効果は、

仙台市、府中市では効果があった、また店頭回収

量が増えたというデータも示していただいた。一

方、課題や問題についての議論では、ごみよりも

資源物を少し安く設定するなど手数料水準にお

いて、プラスチックの有料袋に汚れたプラスチッ
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クを安易に放り込むなど、負担を軽減しようとす

るインセンチィブが働く、または特に集合住宅区

域で、排出状況が非常に悪化するといった点が挙

げられた。それに対し、例えば西東京市では、集

合住宅の部屋別にごみや資源物を排出してもら

うため、部屋番号が付いたフックを排出場所に置

くなどの取組も紹介された。 

様々な議論の結果、やはり市民、事業者、行政の

問題意識の共有が重要、あるいは市民、事業者、

行政の連携が非常に重要、また市民と一緒に考え

ながら着実に行動するということが重要という

まとめが 3市からあり、分科会内でも、情報・意

見の合意がみられたのではないかと考えている。 

 

■第３分科会： 

「プラスチック」のリサイクル 

 

佐久間 東北大の吉岡先生からは、プラスチック

の成分の違い、リサイクルの違いなど初歩的な話

を色々と教えていただいた。容リ協会の平石さん

からは、特にマテリアルリサイクルによるコスト

高の現状、量の増加、そして課題の報告後、情報

公開、PRについてお話いただいた。次に自治体

の事例として、国立市から容器包装プラと、製品

プラを別々に分別収集・リサイクルしている状況

について、最後に志木地区衛生組合から容器包装

プラとその他のプラスチックの一括回収・リサイ

クルについて報告いただいた。 

後半の議論では、まず容リ法に載せる上での分

別について色々議論した。洗浄、異物といったこ

とがなかなか分かりにくい、一方、プラマークが

付いていても、汚れているとリサイクルされない

のではという指摘もあった。そこで国立市からは、

例えばポテトチップスなら、全部食べきり袋少し

ぬるぬるしていてもいいといった基準、やり方を

提示してもらえれば、分別をどこまでやればいい

のか、逆にどんなものが駄目なのかが分かるだろ

うという話があった。自治体としては、プラマー

クを唯一の識別マークとしているが、「水でさっ

と洗って中身に汚れが無いもの」と言われても、

どの程度が汚れなのかが分かりにくい。その辺の

情報発信をこれからしては、という話があった。 

次にある自治体からは、費用が嵩むので容リプ

ラを集めきれていない、中間処理施設を作れない、

という話があった。自治体では、当然収集しない

より、した方が費用はかかる。ただ、例えば横浜

市の G30 のように全体の計画の下でやはり取組

むしかないのではないかという話もあった。また、

材料リサイクルの問題点として自治体及び市民

の考えは二分した。国立市等では、材料リサイク

ルを優先する、いわゆる循環法に準じた条例にな

っており、その意味では自分たちのプラスチック

が材料リサイクルされていることがやはり嬉し

いし、そうでないと条例の方針からずれるという

意見があった。他方、志木市では、そこまで厳密

ではないという話もあった。基調講演で材料リサ

イクルの課題等が話にあったが、上手に住民、自

治体等にその状況を説明する必要があるのでは

という印象を持った。 

次に容器包装以外のプラスチックリサイクル

について。自治体ことに経緯が異なるが、国立市

はそもそもプラスチックを燃やさないというと

ころから始まった。その結果、途中で容リ法にプ

ラスチックを乗せた。ただしその間も分別収集し、

最新の焼却炉ということで燃やしていた経緯は

あるそうだが、残った容器包装以外をどうするか

を大激論した末、それも分けてリサイクルをする

ようになった。志木市では、プラマークがまだ無

かった初期、容器包装が分かりにくい、クリーニ

ングの袋は違う等、住民には分かりやすい方法と

して「プラスチック」ということでリサイクルを

始めた。つまり施設でボトル系とそれ以外に分け

た後、容器包装とそれ以外に分けるという方法を

とっている。結果的に現在は両市とも容器包装以

外のプラスチックも有価で販売できているとい

う。両市にこの方法を他の自治体にも薦めるか聞

いたところ、薦めるという回答だった。 

以上の議論を踏まえ、吉岡先生からは必ずしも容
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リ法に囚われることなく、プラスチックリサイク

ルをどうするかを考えた時に、地域にどんなリサ

イクルルートがあるかを組合わせ、もし必要なら

そこへ上手に容器包装リサイクルを組合わせる

ような柔軟性がこれからは必要なのでは、という

指摘があった。 

 

園田 プラスチックのリサイクルは、非常に課題

が多く議論しても混迷してしまうことが多かっ

たが、今日の議論は非常に具体的であり、課題が

明確に、また話が深まったように感じている。二

つの自治体の例で見ると、容器包装以外のプラス

チックも集めているということでは同じだが、経

緯から何から全てが違うことを感じ、やはり統一

的に見ていくことも必要ではないかと思った。ま

た、吉岡先生の提案は、鉄鋼所がここにある、材

料リサイクルの優良業者がある、ということを先

に見て、近隣の自治体が直接そこに持ち込むよう

なことをしたらどうかという内容で、非常に参考

になった。 

 

■第４分科会：アイディアいただき 

＜３Ｒ推進連携手法＞ 

 

鬼沢 連携協働がテーマだったが、事例としてま

ず板橋区からは、情報提供手段の 1つとして、保

育園で園児を対象に、エコレンジャーという劇を

通してごみ分別・リサイクルの大切さを伝える活

動をしているという報告があった。そして市民の

代表として、3年間の３Ｒ推進団体連絡会と３Ｒ

リーダー交流会の活動を通して作成した「リサイ

クルの基本」という小冊子の紹介を兼ね、庄司氏

から情報共有の大切さを提供していただいた。最

後に、連携手法の 1つとして、情報提供と連携手

法の両方を兼ね、岐阜のエコライフ推進プロジェ

クト、地域でエコポイントを使ってエコライフを

推進しているという事例を紹介いただいた。 

まず、やはり情報共有が非常に大切であるとい

うこと。ただし情報共有は、発信する側と受ける

側ではなかなかぴったりとマッチせず、情報を発

信する側は非常にたくさんの情報を発信しても、

受け手が欲しい情報はなかなか届いていない。そ

もそもどんな情報が欲しいのかをキャッチする

場、意見を聞く場が非常に大切だという話題提供

が庄司氏からあった。３Ｒリーダー交流会の中で

も分かったことだが、事業者のこと、自治体のこ

と、自分以外の他人を知ることで、より情報の幅

が広がり、リサイクル、エコライフはなぜそうし

なければいけないか理解が深まる、という話があ

った。情報共有で一番大切なのは、どうしてもた

くさんの情報をいっぺんに流してしまうことが

あるが、分かりやすい情報を誰に発信していくか

を見極めて発信すること。誰に発信していくか＝

具体的な行動に繋がっていくということがよく

わかった。それを続けるには、3年が最低限必要

ということで、それぞれの活動から 3年というキ

ーワードが出た。3年継続すると、色々な事が見

えてきて、次の段階に進んでいく、広がっていく

ことが分かってきた。 

情報にはもちろん質、量という問題がある。ただ

情報を流すのではなく、例えば 1つの情報提供を

する時には 3 つまでの情報がいいという話があ

った。板橋区の保育園児に分かりやすく説明する

には、難しい言葉、言い回し、沢山の情報では理

解できないわけで、いかにシンプルに伝えていく

かが継続に繋がる情報の質と量である。また、誰

に伝えるかが連携を進めていく上でのキーワー

ドで、やはり行政のみでは限界があるという発言

があった。同じく NPOは人と物とお金の限界が

ある中、どう連携していくか。行政としては市民

に提案してもらえれば、一緒に活動を広げていけ

るという岐阜の具体例を聞き、大都市の川崎市で

も是非やってみたいという意見もあった。なかな

か市民・行政・NPO・企業が顔を合わせる機会

が無いので、こういった場が非常に大切であると

いう話があった。 
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山本：前回の容リ法改正時、例えば EPRで費用

を内部化して、つまり事業者に一時的に負担させ

て値段を上げたら消費が減るのではという話が

あり、一方そもそも飲料価格弾力性が高くないた

め、値段が仮に 5円上がっても消費は減らない。

減らすつもりなら有料化した方がいいと議論さ

れた経緯もある。今日は分科会の中で、そういっ

た議論があったか、また有料化について研究され

ている先生にとって、どうお考えか。 

山谷：分科会では、資源物排出時の有料化の前に

そもそも生産者責任はという意見があった。生産

者の一定の負担は、消費者が最終的には負担する

ことになると思うが、現状は税金負担がかなり占

めている。そうすると、実際に容器包装物を使わ

ない人も負担を求められていることになる。そう

いう意味では不公平という議論だった。また、個

人的な考えだが、資源物有料化の前にまず、ごみ

を有料化していただきたい。ごみの有料化自体、

市民の理解を得るのは大変だと思うが、その上資

源物の場合は、洗って、分別してと、手間暇かけ

たのにお金を取られるため、非常に難しい。事例

報告の中には、排出の形態をダストボックスから

戸別収集に変えた自治体もあり、ごみは減り、排

出マナー向上という成果が出ている。資源物も有

料化によって排出抑制効果があったという成果

が表れているため、やはり全国的に調査をし、メ

リットを是非発信していただきたいと思う。この

フォーラムも、そういった役割を果たせるなら非

常にいいと考える。 

山本：手法として強制的に法律で義務付けること

は現実にはできないとは思うが、例えば前回の容

リ法の改正時、レジ袋の有料化を法律でという意

見も一方ではあり、事実上それ以後、有料化もし

くは割引といった形が定着した。ごみも、すでに

いくつかの都市では資源ごみを含め有料化が始

まっているが、金額などまだ制度として充分熟し

ているとは言えない部分がある。本来的な意味で

の有料化が、容器包装問題に役立つような手法に

するにしても、もう一段階工夫しないといけない

かもしれない。そういった情報もこういった場で

発信すべきと理解してよろしいか。 

山谷：そう。いずれにしても、有料化でどんな実

績が上がったかという情報が十分に浸透してい

ないことが非常に大きな問題だと思う。仙台市、

府中市ももっとこんな実績が上がっているとい

うことを、市民には無論、全国的にも情報発信し

ていただきたい。このフォーラムもそういう機会

になればいい。フォーラムの報告書などを通して、

できるだけ広く全国に発信していただくことを

事務局にはお願いしたい。 

鬼沢：今日の分科会では、聞いている方から活発

な発言があったか。実は第 4分科会はなかなか皆

さん手を挙げて感想や意見を出してもらえなか

った。そのため最後に一人一言ずつマイクを回し

て感想を聞いたら、結構皆さん長く色々話す。や

はり情報は一方的じゃなく双方向にならないと

意味がない。今日、こんなにいい事例を知っても、

それを聞いてどう思ったか返ってくるものがや

はりこちらも分からない。発言の中でも、自治体

の皆さんからは自治体が広報で情報発信しても、

市民に情報が届いていっているという実感がな

いと言っていた。こういったパネラーの事例を聞

いて、自治体が一生懸命情報発信するよりも、市

民の皆さんの生の声や色々な情報を聞いてから、

それを解決、発信した方がより効果的ではないか。

情報は双方向じゃないとなかなか成果が上がら

ないのかなと思う。 

山本：第 4分科会は自治体からの参加者が多かっ

たが、自治体の皆さんはぜひ情報を聞きにいって

いただきたい。どこの分科会も最後は情報という

お話があったようだが、主催者である３Ｒ推進団

体連絡会が立ち上がったきっかけは前回改正時

に、主体間の連携を進めていくべきと考えたから

である。連携を深めるには情報、お互いの交流が

必要で、その場としてこのフォーラムもある。 

第 1分科会でも、自治体の立場だと個々の企業

とコミュニケーションを取りにくいという話が

あった。確かに公務員は民間との付合い方が厳し
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くなってしまい、臆するようなところがある気が

するが、そういった時に業界団体こそが、真中に

立ち個別の企業の情報を含め、コミュニケーショ

ンを図るための組織として存在しているのだと

思う。そういった団体とは積極的に情報交換して

いただければと思う。 

最後にプラスチックの話で、実は第 1分科会で

も大きく国の資源戦略として考えた方がいいの

ではという意見もあり、容リ法のスキームの中だ

けでは対応できないという話があった。例えば、

PET ボトルなどがそう。石井さんの話にあった

ように容リ法のビジョンも含め、次のビジョンを

示す必要があるのではという議論があった。一方

で、各地域に受け皿があれば上手く組合わせて、

ローカルなシステムを作れるのではという話が

あった。例えばプラスチックが売れるなら、わざ

わざ中国に持っていくという話も含め、かなり状

況も変わってくるのでは。 

佐久間：第 3分科会で報告頂いた国立市及び志木

地区衛生組合では、集め方と分け方が少し違う。

国立市は別々に集めた後、固いプラスチックと、

柔らかいプラスチックに分ける。固いプラスチッ

クは手で割れるので PE、割れない、ぐにゃっと

曲がるのが PP と PS。大方そのくらいに分ける

と、次の工程で使い勝手がいいようで、有価にな

っている。客観的に見ると、プラスチックの再生

材が中国との輸出で底値が上がっている、といっ

たチャンスもあるとは思うが、そういった状況は

自治体にとって非常にいいチャンスである。分け

て集めてもお金にならなければ誰も頑張らない

が、何とかリサイクルすれば買ってくれるという

状況は、自治体が色々工夫する余地があるという

こと。多分特定の品目を、特定の集め方でピンポ

イントに実施するなど、工夫をすることにより、

リサイクルできるものもあるということだろう。

だからこそ、客観的には今色々なやり方を試せる

時期じゃないかといった印象があった。 

岩本：10 年位前、プラスチックは△印に 1 から

7 までそれぞれの素材ごとの表示がはっきりし

ていた。それが容リ法になりプラとして一律にな

った。確かにプラマークの下には PE、PP、PS

と書いてある場合も、書いていない場合もある。

しかし一般の方は PE、PP と書いてあっても分

からない。実際に分別すると、一般の人が全部分

けるのは無理だと思うので、プラスチックの現状

ではマテリアルリサイクルは難しい。CDケース

のように、形状的にはっきりわかっていればでき

るかもしれないが、他の形状になったら分からな

い。最近では、卵パックで PETを使っているも

のが出てきている。容リ協会に聞きたいが、PET

は PETボトル以外分別利用できないのか。 

石井：容リ法の中身はとても分かり辛い法律であ

り、私も矛盾を感じている部分が沢山ある。今の

PETの話も、容リ法でいう PETボトルとは、最

初は中身が飲料以外駄目だった。台所洗剤等も

PETを使っているが、PETボトルではなくプラ

となる。改正容リ法で PETボトルに分類される

ものは少し増えたが、やはり食品に限定される。

従って、洗剤を入れた PETボトルは今でも PET

ボトルではない。これはけしからんと言えるかも

しれないが、PET ボトルは、単一素材でできて

いて非常に資源有効性が高く、リサイクルもしや

すい。そのためには、できるだけ汚れた PETボ

トルは来ないようにという考え方を取れば、洗剤

の PETボトルは洗うのが大変なので、プラスチ

ックにという考え方も理解は出来る。これは理解

する、しないの問題であり、私はどうこう議論す

るつもりは全くない。私が説明する場合は、個人

的には矛盾を感じるが、法律で決まっているから

そう理解して下さいとしか言いようがない。 

山本：今の分別区分は合理的ではない部分があり、

そこが非常に混乱しているということは皆共通

して感じている。そう思うのであれば解決すれば

いいと思うので、是非、次回改正の時には議論し

ていただきたい。重要な論点だと思う。 

以上で第 5 回容器包装３Ｒ推進フォーラムを閉

会させていただく。どうもありがとうございまし

た。 
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見学会 報告 10 月 26 日（火）9:15～13:00 

フォーラム開催の翌日、希望者のみにご参加いただき見学会を開催しました。毎年開催地

の自治体にご協力いただき、自治体の資源化施設等や近隣の民間リサイクル施設の見学会を

企画しています。今年度は、42名の皆さまにご参加いただき、以下の施設を訪れました。 

 

①さいたま市東部リサイクルセンター（さいたま市見沼区大字膝子 626-1） 

東部リサイクルセンターでは、さいたま市の中でも大宮区・北区・西区・見沼区から排出される

缶・びん・ペットボトル・食品包装プラスチックの一部を再資源化している施設です。施設内で

はセンター職員から、一時保管ヤード、選別、プレスといったリサイクル工程を説明いただきな

がら見学しました。 

 

ペットボトルのベール化作業 缶・びん・プラの一時保管ヤード 

 

②志木地区衛生組合 利彩館（富士見市大字勝瀬 480） 

フォーラム第 3 分科会でも事例報告していただいた、志木地区衛生組合山崎氏に再度登場いただ

き、志木地区衛生組合で実施されている、プラスチックの処理工程について説明していただきま

した。フィルム系とボトル系に選別後の 2 種類のベールも確認でき、参加者の皆さんにも興味深

く見学いただけたようです。 

 

プラの手選別コンベアを見学中 施設内を見学している様子 
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３Ｒ推進団体連絡会は、容器包装リサイクルに係る８団体が、消費者や市町村と連携、協働して

容器包装の３Ｒに取り組むことを目的として、２００５年１２月に結成しました。 
 

 

 
 
ガラスびんリサイクル促進協議会 
〒169－0073 東京都新宿区百人町 3－21－16 日本ガラス工業センタービル 1階 

TEL 03－6279－2577   FAX 03－3360－0377 
URL  http://www.glass-recycle-as.gr.jp/ 

ＰＥＴボトルリサイクル推進協議会 
〒103－0001 東京都中央区日本橋小伝馬町 7－16 ニッケイビル 2階 

TEL 03－3662－7591  FAX 03－5623－2885 
URL  http://www.petbottle-rec.gr.jp/top.html 

紙製容器包装リサイクル推進協議会 
〒105－0003 東京都港区西新橋 1－1－21 日本酒造会館 3階 

TEL 03－3501－6191   FAX 03－3501－0203 
URL  http://www.kami-suisinkyo.org/ 

プラスチック容器包装リサイクル推進協議会 
〒105－0003 東京都港区西新橋 1－1－21 日本酒造会館 3階  

TEL03－3501－5893   FAX 03－5521－9018 
URL  http://www.pprc.gr.jp/ 

スチール缶リサイクル協会 
〒104－0061 東京都中央区銀座 7－16－3  日鐵木挽ビル 1階 

TEL 03－5550－9431   FAX 03－5550－9435 
URL  http://www.steelcan.jp/top.html 

アルミ缶リサイクル協会 
〒107－0052 東京都港区赤坂 2－13－13 アープセンタービル 3階 

TEL 03－3582－9755   FAX 03－3505－1750 
URL  http://www.alumi-can.or.jp/ 

飲料用紙容器リサイクル協議会 
〒102－0073 東京都千代田区九段北 1－14－19 乳業会館 

TEL 03－3264－3903   FAX 03－3261－9176 
URL  http://www.yokankyo.jp/InKami/ 

段ボールリサイクル協議会 

〒104－8139 東京都中央区銀座 3－9－11 (紙パルプ会館) 全国段ボール工業組合連合会内 
TEL 03－3248－4853   FAX 03－5550－2101 
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